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序章．はじめに 

 

１．はじめに（問題意識） 

 

ブランド・マネジメントにおける重大な鉄則の一つに「一貫性の法則」（Al Ries and Laura 

Ries，1998）がある。それは、ブランドは何年単位でなく何十年にもわたる一貫性を伴っ

た境界の設定によって構築され、その間に市場は変化するかもしれないが、その本質的な

特徴が人々の頭の中にしっかり根を下ろしている以上断じてブランドを変更してはならな

い、と主張する。 

しかしながら、今日の市場を見てみると、実に多くのブランドが生まれては消え、リニ

ューアルは頻繁に行われている。国内の飲料業界を例にすると、2003 年度（４月～３月）

において売上が 1000 万ケースを超えた 41 ブランドのうち、23 ものブランドが前年よりも

実績を落とし、２年連続で売上を伸ばしたものはわずか６ブランドだった※１。また、発泡

酒・ビール・チューハイカテゴリーで、1999 年の春（１月～３月）に新発売あるいはリニ

ューアル発売された 115 商品のうち、１年後に何らかの形で終売（コード変更含む）とな

ったものは 20％に達し、これが２年後には 47％、３年後には 60％となる。そして、５年

後の 2004 年春（１月～３月）に同じ商品として販売され続けているものはわずか 9.6％（11

アイテム）に過ぎない。同様に 1999 年春に発売された別カテゴリーの商品で５年後の生存

率を見ても、缶コーヒー（０％）、緑茶・ウーロン茶（12.5％）と極めて低いことが分かる

※２。 

これらは新製品が生き残りにくいことと、定番となっている既存品でさえ短期間で終売

に追い込まれてしまうことの現れと言えるが、このことは同時に、製品スペックをほとん

ど変更することなくブランド・ネームやその他のブランド要素の変更を繰り返すメーカー

の行動につながっているように思える。わが国の飲料業界には、ブランドの一貫性・永続

性が通用しにくい独自の事情が存在するのではないかと考えたことが、本研究の発端であ

る。 

 

２．本研究の目的 

 

恩蔵（1995）は、ブランド・マネジメントに際する基本方針として、「ブランドの基本

戦略」を示している。これは対象とする市場が既存なのか、新規なのか、採用するブラン

ドが既存なのか、新規なのか、という２つの次元によって整理し、「ブランド強化」「ブラ

ンド開発」「ブランド・リポジショニング」「ブランド変更」という４つの戦略の方向性を

示している。 

この中で「ブランド変更」は、マネジメント側がそのブランドについて否定的な結果を

認めてはじめて行われるべきものとされている。ディスカウント販売等でブランドが痛ん

だ場合、時代の変化によってブランドが陳腐化し魅力度が低下した場合、そして、既存の

ブランドがもはやその企業の事業を反映していないことなどがその例である。また、会社

名であれ、製品名であれ、名前やシンボルマークは、事業運営やマーケティング活動の中
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心にあって、企業経営に求心力を与える役目を果たしているため、これらを変更すること

は、ブランドや事業に対するアイデンティティが問われているということでもある（小川，

1994）。 

しかしわが国の飲料業界においては、マネジメント側の評価を待たずに、あるいはマネ

ジメント側の意思に関わらずブランドが変更されるケースがあるように思う。それは、飲

料メーカー各社から発売される新商品やリニューアル品の多くが春（３月、４月）と秋（９

月、10 月）に集中し、一方でその時期に多くの商品が終売かリニューアルに追い込まれて

いることから推測できる※３。これは日本特有の四季に対応して大きく棚割を変更する小売

流通チャネルに合わせた動きと考えられ、従ってブランド変更はメーカー側の意図だけで

はなく、棚割を行う小売流通の意図に強く引きずられて行われているという仮説が生まれ

る。このことは、ブランド・マネジメントの重要性を説く米国の理論を、そのまま日本市

場に適用することの難しさを示すことになるかもしれない。本研究は国内飲料市場をケー

スとして、ブランド・マネジメントにおけるブランド変更の意味を解明することを目的と

する。 

 

３．本研究の対象 

 

本研究はブランド・マネジメントの中のブランド変更をテーマとし、国内における家庭

用飲料業界を研究の対象とする。この業界は、これまで消費者の嗜好の変化とともに新市

場を開拓するという歴史が繰り返され、従ってブランド変更のケースも豊富である。 

飲料業界は、炭酸飲料、果実飲料、茶系飲料、スポーツドリンクなど様々なカテゴリー

を含み、全国清涼飲料工業会が発表した 2003 年度（１～12 月）の総生産量は 16,162,000kl

であった。この業界は近年の数量市場規模の変動は少ないが、カテゴリーによって増加と

減少傾向が明確に分かれる。例えば、炭酸飲料や果汁入り清涼飲料はここ数年減少してい

るのに対し、緑茶飲料やスポーツ飲料は堅調に伸びているといった傾向が挙げられる※４。

そして、多くの商品が市場に投入されており、2003 年度（１～12 月）には 2,147 もの新商

品やリニューアル品が発売された※５。これを流通させる数多くの流通チャネル（小売店、

卸店）が存在している。減少傾向にあるものの、国内における飲食料品を取り扱う小売店

（スーパー、コンビニエンス・ストアなど）の数は 466,590 店、卸店は 83,597 店（いずれ

も 2002 年末時点）にも上る。一方飲料メーカーは 689 社存在する（2001 年末時点）が、

上位 10 社で市場の 88.2％の売上シェアを占めており、上位 20 社では 98.3％ものシェアに

なる寡占業界である※６。 

 

４．本研究の構成 

 

本研究は序章を含め７つの章で構成される。第１章で本研究のテーマである「ブランド

変更」の定義を行う。また、先行研究に基づいてブランド変更が行われるべき状況とその

手法についてまとめる。そして第２章では、本研究が対象とする国内飲料業界においてブ

ランド変更に影響を与えていると考えられる小売流通に関する先行研究をまとめる。日本

の市場で独自の発展を遂げた小売流通が、メーカーの商品開発にどのような影響を与えて
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いるかを論じ、第３章の仮説導出へとつなげる。第３章では、飲料メーカーが小売流通と

の関係の中でブランド変更を行う背景として３つの仮説を提示する。 

第４章では、仮説を検証するために実施したアンケート調査の概要とその結果について

記述する。アンケート調査は小売流通の飲料担当バイヤーと飲料メーカーの商品企画担当

者に対して、それぞれブランド変更をどのように考えているかを確認する形で実施した。

その結果を第５章で考察し、飲料メーカーのブランド変更には、どのような背景があるの

かを明らかにする。 

最後に終章ではこれら一連の調査の分析、考察から得られた結論を要約した上で、本研

究における中心的主張を述べる。そして結論から導き出す含意を提示する。 
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第１章．ブランド論におけるブランド変更の役割 

 

１．ブランドとは－ブランドに関する議論の系譜－ 

 

まずは、本研究のベースとなる「ブランド」について明らかにする。数世紀もの間、ブ

ランドはある生産者の製品を他の生産者の製品と区別するための手段であった。アメリ

カ・マーケティング協会によれば、ブランドとは「ある売り手あるいは売り手の集団の製

品およびサービスを識別し、競合他社の製品およびサービスと差別化することを意図した

名称、言葉、サイン、シンボル、デザイン、あるいはその組み合わせ」である。これより

青木・岸・田中（2000）がまとめたブランドに関する議論の系譜を追い、その誕生の背景

と展開を整理する。 

 

１．１．初期のブランド研究とその系譜 

 

ハーバード大学の R. S. Tedlow によれば※７、米国のマーケティング史上、全国ブラン

ド（national brand）の登場は、まさに一大画期をなす出来事であったという。すなわち

19 世紀末の時期、輸送や通信といったインフラの整備に伴い、それまでの分断された市場

（分断の時代）が、次第に全国市場へと統一されていく中（統一の時代）、標準化された商

品を全国市場に対して大量に流通させる上での決め手となったのがブランドであったとい

う。有名なＰ＆Ｇのアイボリー石鹸（1876 年発売）の事例でも知られるように、個別包装

（packaging）とブランド化（branding）、そして全国広告（advertising）の三位一体化が、

マス・マーケットの成立を強く促し、そしてマーケティングが体系化されていく契機とな

ったのである。このように、いまや百年を超えるマーケティングの歴史はブランドととも

に始まり、そしてブランドとともに発展してきたといっても過言ではない。 

その後、ブランドに関する学問的研究は、1950 年代のブランド・ロイヤルティ研究やブ

ランド・イメージ研究など各論で活発化してきた。実務面でも、ブランド・マネジャー制

に関する議論に代表されるように、ブランドは常にマーケティング管理上の基本的単位と

して注目され続けてきたという経緯がある。しかしながら、1980 年代にエクイティ論が登

場する以前は、たとえブランドの重要性が十分に認識されていたとしてもそのとらえ方は

ややもすると断片的なものであり、またマーケティング上の位置づけも単なるネーミング

の域を出ない「手段としてのブランド」という認識が一般的であった。 

 

１．２．ブランド・エクイティ論 

 

近年においてブランド問題への関心が高まる契機になったのが、1980 年代に米国におい

て登場し 90 年代前半までの間に整理、体系化されていったブランド・エクイティの概念で

あった。このエクイティ概念の登場は多くのマーケターに対して個別ブランドごとにその

資産的価値を把握し、それを維持、管理することの重要性を再認識するきっかけを与え、

以降様々な形でブランド問題が議論されるようになっていったのである。 
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元来は財務・会計上の用語である「エクイティ」（equity）とは、資産額からそれを取

得するのに擁した負債額を差し引いた「正味資産」ないし「持分」のことであり、このよ

うな意味から「ブランド・エクイティ」は「ブランド資産」ないし「ブランド資産価値」

と訳されることが多い。D. A. Aaker（1991）の定義によれば、ブランド・エクイティとは

「あるブランド名やロゴから連想されるプラスの要素とマイナスの要素との総和（差し引

いて残る正味の価値）」であり、いわば「同種の製品であっても、そのブランド名がついて

いることによって生じる価値の差」であるという。 

ブランド・エクイティ論の意義は、それまで別個に議論されることの多かったブランド

に対する認知やロイヤルティ、あるいは連想イメージなどの諸概念を、ブランド・エクイ

ティ概念の構成次元として包括的に取り扱った点にある。Aaker によれば、ブランド・エ

クイティの構成次元として、ブランド・ロイヤルティ、ブランド認知、知覚品質、ブラン

ド連想、その他のブランド資産（特許、商標、流通チャネル等）の５つがあげられている。

もとより、これらの構成次元一つ一つは個別に見れば何ら新しいものではない。だが、そ

れらの諸概念をブランド・エクイティの名の下に整理、体系化し、かつそれらが一体とな

って相互に関連し、顧客や企業に様々な価値をもたらすことを例示したことが、当時極め

て斬新な考え方として多くの研究者に受け止められたポイントなのである。 

 

１．３．ブランド・アイデンティティ論 

 

ブランド・エクイティ論は、ブランドの資産的価値の重要性を強調することで、従来か

らのブランド研究の様々な流れに一定の枠組みを与え、またマーケティング戦略上の新た

な視点を提起したが、その後の研究や議論の焦点は、ブランドの「エクイティ」から「ア

イデンティティ」へとシフトしていった。 

この背景の一つとして、エクイティ論が必然的に直面するところの「ブランドの価値評

価」という困難な問題があり、現実的にはこれをひとまず棚上げにした上でブランド問題

のより本質論に迫ろうとする研究者サイドの狙いや思いが働いていたといえる。また、一

方実務サイドにおいてもブランドの資産的価値の重要性を十分に認めた上で、それを維持

し高めていくための具体的、実践的な方法論が次第に問われ始めるようになり、これら二

つの流れが相まって新たな議論の展開につながっていったと考えられる。 

Aaker（1995）の著書である“Building Strong Brands”は、まさにこのようなブラン

ド論の潮目の変化を端的に示すものであり、同書では強いブランドを構築するための枠組

みや戦略課題についての掘り下げた議論が展開されている。また、議論の中心がエクイテ

ィからアイデンティティへと移るとともに、ブランド体系の構築と維持、強化、あるいは

ブランド管理の組織といった話題も取り上げられるなど、これまでに無かったより全社的

なブランド・マネジメントの重要性が強調されている点も大きな特徴である。 

Aaker によれば、ブランド・アイデンティティとは、当該ブランドが「どのように知覚

されているか」という結果論としてのイメージとは異なり、むしろ戦略立案者が当該ブラ

ンドを「どのように知覚されたい（知覚されるべき）」と考えるかという、当該ブランドの

目標ないし理想像としてとらえられており、それを明確化することの重要性が強調されて

いる。すなわち、このような「ブランドはどうあるべきか」という信念や哲学が常にブラ
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ンド構築のベースにあるべきであり、アイデンティティの明確化こそが強いブランドを構

築する上での必須条件だということになる。その意味では、ブランドは単にマーケティン

グの結果としてのみとらえられるべきものではなく、むしろその起点としてとらえられる

べきだとするのが、Aaker の主張するところである。 

さらに石井（1999）は、ブランド・アイデンティティを「ブランドの普遍的統一性」と

いうより強い意味で「ブランドの価値の源泉」またはブランドの他にかわりうるものがな

い「絶対的な本来の価値（意味）」と定義している。製品名が製品から自立しスタイル、さ

らにフィロソフィまで包含し、それが「メタ化※８」していく。ブランドの「メタ化」が続

くことは、ブランドの絶対的な本来の価値を求める運動の一環であり、統一性を確保しな

がらこの無限の道を歩むのは至難の業であると彼は論じ、これをブランドの理想の姿とし

ている。 

 

２．ブランド要素 

 

次に、ブランドを構成する個別の要素である「ブランド要素」と、その運用に関する先

行研究を整理する。 

K. L. Keller（1998）は、ブランドと製品とを次のように区別して説明している。製品

は「注目、取得、使用、消費を求めて市場へ提供されうるもので、ニーズあるいは欲求を

充足すると考えられるあらゆるもの」と定義され、有形財、サービス、小売店、人、組織、

場所、あるいはアイデアが含まれる。一方、ブランドは製品であるが、「同一のニーズを充

足するようにデザインされた他の製品と何らかの方法で差別化するための次元を伴ったも

の」である。従って、名称、言葉、シンボル、デザインなど、ある製品を別の製品と識別

させる他の属性を選定することがブランド創造における鍵になる。Keller はこれらを「ブ

ランド要素」と呼び、これを選定し運用するにあたって以下のように論じている。 

ブランド要素は、ブランドを識別し差別化するのに有効で商標登録可能な手段である。

主なブランド要素は、ブランド・ネーム、ロゴ、シンボル、キャラクター、スローガン、

ジングル、そしてパッケージである。ブランド要素はブランド認知を高め、強く、好まし

く、そしてユニークなブランド連想の構築を促進するために選定される。 

ブランド要素を選択しデザインする上では、５つの基準が特に重要である。第一に、ブ

ランド再生とブランド再認という点で本質的に記憶可能なものであること。第二に、製品

カテゴリーの性質や、ブランド固有の属性とベネフィットに関する情報を伝達するような、

本質的に意味豊富なものであること。第三に、製品カテゴリー内および製品カテゴリー間、

地理的境界間および文化的境界間、そして市場セグメント間で移転可能なものであること。

第四に、長期にわたり適用可能で柔軟なものであること。第五に、法律によって保護可能

で競争上においても防御可能なものであることである。しかし、これら異なった基準の全

てを満たす一つのブランド要素を見出すことは不可能である。従って、一般には多数のブ

ランド要素が組み合わせて用いられている。 

様々なブランド要素はブランド・エクイティを構築する上で異なる役割を演じているの

で、ブランド・エクイティを最大化させるためには、ブランド要素を「ミックスしマッチ

させる」ことが重要である。ブランド要素は、多様な目標を達成するようにさまざまなブ
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ランド要素を選択することで「ミックスされる」。また、相互に強化しあい、意味を共有す

るように、いくつかのブランド要素をデザインすることで「マッチされる」。 

また、Keller もブランドの「一貫性」の重要さを説き、ブランドは長期的視点に立って

管理され強化されるべきであると主張している。ブランドの強化に際して最も重要なこと

は、ブランドに対するマーケティング支援の量と質が一貫していることであり、ブランド

連想の強さと好ましさを維持する上でブランドの一貫性は極めて重要である。過去 50 年か

ら 100 年の間ずっと市場リーダーであったブランドには、一定したブランド・ポジション

の優位性が読み取れることが多い。 

Keller は、この代表的な例として、フィリップ・モリス社を挙げている。同社はたばこ

の「マルボロ」に対するマーケティング・コミュニケーションにおいて一貫してウエスタ

ン・カウボーイのイメージにこだわり続けてきた。マルボロはかつて女性をターゲットと

したブランドであった。1920 年代、口紅がついても目立たないように、マルボロの吸い口

はばら色に着色されており、当時のマルボロ・ブランドの広告には「春のようにマイルド」

というスローガンが用いられてきた。その後、1950 年代にフィルター付きタバコの人気が

高まり、同社は苦戦しているマルボロのリニューアルに踏み切った。パッケージはトレー

ドマークとなる赤と白の図柄が印刷された革新的なフリップ・トップ式の箱に改められた。

そして西部の大牧場で働く本物のカウボーイを広告に起用することによって、本格的なウ

エスタン・イメージを確立した。 

逆にマーケティング・プログラムの一貫性に欠けたブランドの例として、Keller は「ミ

ケロブ」を取り上げている。それは度重なるリニューアルにも関わらず売上を回復させる

ことができなかったブランドである。1996 年に 100 周年を迎えたミケロブは、常に高級な

プレミアム・ビールとしてポジショニングされてきた。1970 年代にミケロブは若いエリー

トが自信に満ちた口調で「あなたの目指すもの、それはミケロブ」と語る広告を流した。

次のキャンペーンでは、前回のキャンペーンで確立された強いユーザー・イメージから遠

のき、「週末はミケロブのためにある」というスローガンが用いられた。その後、売上の不

振を打開するために、広告のテーマが「仕事の後に、ミケロブでちょっとした週末を」に

変更された。さらに 1980 年代半ばには、ソフトなロック・ミュージックに「夜はミケロブ

のためにある」と語る洗練された人々を用いた広告が流された。どのキャンペーンも売上

の減少を止めることはできなかった。1994 年のミケロブの販売量は、最高であった 1980

年の 810 万バレルに対してわずか 230 万バレルであった。 

このようにブランドの一貫性が重要であると主張する先行研究は多いが、しかし、現実

には多くのブランド変更事例が存在する。それはどのような理由によるものなのか。次節

でブランド変更に関するいくつかの事例を示し、その定義を行うことにする。 

 

３．ブランド変更の定義 

 

ブランド変更の定義を行うにあたり、大きくマネジメント側と消費者側という異なる視

点でブランド変更の具体的事例をとらえる。そして本研究がどちらの立場を取るかを明確

にした上でブランド変更の定義を行う。 
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３．１．マネジメント側の視点から見たブランド変更事例 

 

まずはマーケティング戦略においてブランドに焦点を絞り込んだ戦略定石として、恩蔵

（1995）が説明する「ブランドの基本戦略」を概観する。 

恩蔵は、企業のマーケティング戦略における戦略定石である、P. Doyle（1976）の製品

ライフサイクルの段階に応じた戦略定石や、P. Kotler（1980）の市場シェアの地位に応じ

た戦略定石など※９とは別視点の、ブランドに焦点を絞り込んだ定石を論じている。 

「ブランドの基本戦略」とは、ブランド

自体に関わる次元と、対象市場に関わる次

元の二軸で整理するものである（【図表①】

参照）。 

一つ目のブランドの次元は、新たなブラ

ンドを開発するか、既存ブランドを変更す

るのか、あるいはブランドは変更しないの

か、といったブランド自体に関わるもので

ある。そして対象市場の次元は、当該ブラ

ンドが新市場に向けられているものなのか、

既存市場をターゲットにするものなのかと

いうものである。 

「ブランド強化」とは、対象市場もブランドも変更しない戦略である。従来の戦略の強

化・延長であり、最もリスクの少ない戦略である。市場への浸透が不十分であったり、競

争が激しくなったりした場合、広告、セールス・プロモーション、流通面での支援が行わ

れる。いわゆるマーケティング・ミックスにおける「勝ちの組み合わせ（winning 

combination）」を展開することが、ブランド強化戦略におけるポイントである。長期的に

ブランドを育成する場合や、ブランドのコンセプトに問題はないが、消費者における認知

率が低いブランドや、店頭でのフェイスが確保されていないブランドで採用されるべき戦

略である。 

この例として恩蔵は、サントリーの「角」や「オールド」を挙げている。これらのブラ

ンドは、基本的なコンセプトを保ちながら徐々に品質面でのグレードアップが進められて

いる。今日の「オールド」と十年前の「オールド」を飲み比べることができるならば、は

るかに今日の「オールド」の方が味や香りにおいて優れているという。この戦略の最大の

課題は、流通やプロモーションの見直しである。しかし、もしブランドの属性やパッケー

ジ面における微調整が伴うならば、心理学論の丁度可知差異を考慮する必要がある（恩蔵、

1991）。消費者にブランドの実態が著しく変わったと実感されないように、属性やパッケー

ジを修正しなければならないからである。 

これに対し、新しいブランドで新しい市場を狙う戦略が「ブランド開発」である。それ

は、新しい市場に向けて新しいブランドを導入することで組織に刺激を与え、競争優位を

獲得しようとする狙いがある。飲料業界においては、大塚製薬における「ポカリスエット」

や「ファイブミニ」などが例に挙げられる。「ポカリスエット」は、缶入りスポーツドリン

ク飲料の市場を、「ファイブミニ」は機能性飲料の市場を開発した。経験のない市場へ、消

【図表①】ブランドの基本戦略 

ブランド強化 ブランド変更

ブランド
リポジショニング

ブランド開発

既存 新規

既
存

新
規

ブランド

市
場

ブランド強化 ブランド変更

ブランド
リポジショニング

ブランド開発

既存 新規

既
存

新
規

ブランド

市
場

 
※出所：恩蔵（1995）P.35 に加筆 
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費者に知られていないブランドで参入するので、最もリスクの高い戦略といえる。もし先

発であれば、当該ブランドと製品カテゴリーとを結び付ける連想戦略を進めると良い。逆

に後発であれば、先発ブランドといかにして差別化するかが問題となる。 

一方、「ブランド・リポジショニング」は、既存のままのブランドで新しい市場を狙う。

対象市場を思い切って新しいセグメントへと変更し、売上高の増加を狙う戦略である。例

えば「７ＵＰ」がコカ・コーラとの競争を避けるためにノン・カフェイン飲料へとリポジ

ショニングしたような例や、サントリーの「ローヤル」が、ギフト市場中心から業務市場

へとメインの対象市場をシフトさせた例、先述の「ポカリスエット」がスポーツ飲料とし

て投入された後に、普通の清涼飲料へとリポジショニングし市場拡大に成功した例などが

ある。 

そして「ブランド変更」は、本質的には同一市場をターゲットとするがブランドを新規

なものへと変更する戦略である。値崩れしてきたブランドを廃棄したり、消費者に新しい

ブランドで鮮度を訴えたりすることができる。反面、築き挙げてきたブランド・ロイヤル

ティ、ブランド認知、ブランド連想といった様々なブランド資産を放棄し、再びゼロから

スタートしなければならないだけに、ある程度のリスクを伴う。この事例として、1993 年

３月にアサヒビール飲料（現アサヒ飲料）の「香る紅茶」が「ティークオリティ」に変更

したケースがある。これは、ライバルブランドであるキリンビバレッジの「午後の紅茶」

が好調であったのに対して自社ブランドの売上が伸び悩んでいたための対抗策であった。

同じ缶入り紅茶市場にとどまりつつ、過去のイメージを一掃し、高級感を打ち出すために

ブランド変更戦略を行ったのである。一般に、企業ブランドと個別ブランドが一体となっ

たブランド・ネームが採用されていて、その個別ブランドだけを変更する場合には、企業

ブランドで市場浸透が促進されるので、比較的ブランド変更戦略が採用しやすい。ブラン

ド変更戦略での課題は、市場が既に存在しているので、そこへの迅速なブランド浸透と過

去のブランド・イメージとの明確な切り離しである。 

 

また、Aaker（1994）は、ブランド・エクイティは維持され、強化されなければならな

いという考えのもと、マネジメントを行う企業側の視点で、育成、維持、修正といったブ

ランド構築活動を説明している。 

Aaker は、ブランド変更は企業の戦略やビジョンの変更の現れであると説く。ある名前

が損失または制約を与えるような連想を持っていたら、あるいは古い名前と両立しない新

しい連想が必要になったら、新しい名前が必要になる場合がある。事実、多くの企業名が

毎年変更されているが、その主な原因は、放棄された名前がもはやその企業の事業を反映

していないことである。名前の変更に対して株式市場は概して肯定的に反応したが、それ

は企業ブランドの変更がその企業のビジョンないし戦略の変更のシグナルになったことが

大きな理由となっているだろう。 

具体的事例として、アメリカにおける「DATSUN」から「NISSAN」へのブランド変更を Aaker

は紹介している。1981 年、米国日産自動車は、アメリカ人に長く親しまれてきた車名

「DATSUN」（ダットサン）を「NISSAN」に変更する決断を下した。この背景には、世界の一

流自動車メーカーとして、国際的にブランド名を統一したいという東京本社の意思があっ

た。アメリカで「トヨタ」と「ホンダ」が周知の言葉になって行くのに対して「日産」の
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名前は知られておらず、日産の重役達は自社の活躍を世間に知らしめたいという欲求があ

ったのだ。また、ブランド・ネームを変更すればアメリカで株式や社債の発行が有利にな

るという動機もあったようだ。 

1981 年時点の車名「DATSUN」の知名率は約 84％であった。この高いブランド知名率は、

変更の直前まで全米でオンエアされていた広告キャンペーン“Datsun: We Are Driven”（ダ

ットサン－駆り立てられるその走り）の成功によるものであった。好評を博したＣＦのお

かげで、ブランド知名率だけでなく、好意度も高いレベルであった。これに対して「NISSAN」

の認知という使命を負ったキャンペーンは“The Name Is NISSAN”（その名は日産）という

キャッチコピーのもと展開された。米国内で新車名「NISSAN」を浸透させるために、「DATSUN」

時代を上回る広告費が継続的に投入された。さらに看板を付け替えたり商標デザインを修

正したりといった事務経費にも膨大な費用が費やされたといわれている。 

車名の変更を決断した時点で、過去数十年間にわたって旧ブランド名「DATSUN」に投資

してきた広告費用のほとんどが無駄になった。さらに、1988 年春、「DATSUN」という名前

が５年間広告の場から事実上姿を消した後の調査でも「DATSUN」という名前が「NISSAN」

という名前と同等に認知され評価されていた。 

また、名前変更の最大の潜在コストは販売量の減少であった。日産のシェアは、1982 年

に 5.9％、1983 年に 5.5％、1984 年に 4.5％へと下降した。これは同時期にトヨタが 0.9％

シェアを落としたことと比較して 1.4％もの大幅な低下であった。この時期は輸入規制、

日産車の品質問題、ホンダ車の攻勢という事態が絡んでいるため、日産のシェア低下にど

の程度名前の変更による混乱が影響しているかは把握しにくいが、一因であることは確か

である。 

この事例は、製品ブランド・ネームの変更を行う際に障害となり得るポイントを示して

いる。それは変更前の製品に対する消費者のブランド認知である。変更前の製品のブラン

ド認知が高ければ高いほど、そのブランド・ネームを変更することは容易ではなくなるだ

ろう。 

 

３．２．消費者側の視点から見たブランド変更事例 

 

Al Ries and Laura Ries（1998）は、ブランド・マネジメントにおける「変更の法則」

を論じている。彼らも、「一貫性」などを原則とするブランド・マネジメントにおける「最

大の例外」としてブランド変更を説明しているが、変更すべきかそうでないかの判断を左

右するのは「消費者の頭の中」がポイントであるという議論を展開し、消費者がそれを認

識できるものは全てブランド変更とみなしている。つまり、ブランド要素が特に変更され

なくとも、例えば価格が下がることで、消費者がそのブランドに対して抱く印象が変わる

こともその一つとみなしている。彼らはブランド変更が可能な状況を大きく三通り示して

いる。 

まず一つ目は、「ブランドが弱体であるか、消費者の頭の中に存在しない場合」である。

このような状況であれば基本的にブランドが存在していないに等しいので、ブランド名を

思いのままに処理することができる。あるいは、全く異なるカテゴリーの全く異なる商品

にその名前を転用することも可能である。 
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この事例として「インテル」のブランドを紹介している。1985 年、インテルは同社が発

明した製品のマイクロプロセッサーに焦点をあわせるため、Ｄ－ＲＡＭ（ダイナミック・

ランダム・アクセス・メモリー）チップを市場から締め出すという劇的な決定を下した。

この過程でインテルはその名前をマイクロプロセッサーの中で世界一よく知られたブラン

ドに育て上げた。「インテル・インサイド」は抜群のパワーを持つブランド構築プログラム

のテーマとなった。インテルは自社ブランドをＤ－ＲＡＭからマイクロプロセッサーに移

した。が、少数のコンピュータ会社幹部や購入担当者を除けば、かつてインテルがＤ－Ｒ

ＡＭの代名詞だったことを誰も知らないだろう。 

二つ目は、「ブランドの価格帯を下げて利益を確保する場合」である。ブランドの価格

を永続的に下げる場合には、ブランドを損なわずにブランドの価格帯を引き下げることが

可能となる。顧客はそのブランドを購入することで大いに得をした気分になるだろう。マ

ルボロはタバコの価格を下げて市場シェアを伸ばした。逆に価格帯を上げることは不可能

ではないにしろかなり困難である。ホリデーイン・クラウン・プラザが、社名から「ホリ

デーイン」を削除するまでは売り込みに苦労したことからもそれは推察できる。 

そして三つ目が「ブランドがうまみの乏しい市場にあって、いずれは変化が起こりそう

な場合」である。25 年前、シティコープは 80％が法人向け、20％が消費者向けの取引をし

ていたが、その後この割合はほぼ逆転した。シティコープはシティバンク・ブランドを、

法人のものから消費者ものへとうまくシフトさせている。ここで留意すべき肝心な点は、

顧客の頭の中では実際はほとんど変化が起こっていないということである。顧客の頭を変

えるかわりにシティコープは、「忘却」という自然現象が起こるまでたっぷり時間をかけて

いたのである。 

このように、ブランドを変更したいと考える際は、まず消費者の頭の中を覗き込むこと

が重要である。そのブランドはどこにあるのか、それが見つからないようならば直ちに変

更に取り掛かることができる。しかし、もしそのブランドが顧客の頭の中で重要な位置を

占め、ユニークで明白な認知を得ている場合には、ブランドの変更にはリスクが伴う。そ

れは長く、困難な、金のかかる、あるいは不可能な作業になるかもしれない。 

 

また Keller（2000）は、マネジメントを行う企業側の立場でブランド変更を論じている

が、その背景には彼が主張する「顧客ベースのブランド・エクイティ」という考えに基づ

く、消費者のブランド認知、ブランド・イメージがある。つまり、ブランド変更が必要に

なる理由として消費者の既存品に対する連想の強さ、間違った連想などがあると彼は述べ

ている。このことを、彼は企業ブランドのいくつかの変更事例をもとに説明している。 

企業ブランドと企業イメージは、複数のオーディエンスや標的市場に対して様々な機能

を果たすことができる。従って社名変更は多種多様な理由によって変更されることがある。 

一つの理由として、合併や買収があるが、それは企業の新しい能力を表すために、従来

とは全く異なる名称が選ばれることによるものである。例えば、ユニシス社（ラテン語を

語源とし、情報システムという意味を有する）は、スペリー社とバロー社が合併したもの

である。合併や買収による新しい社名が、従来の２つの社名の単なる組み合わせという場

合もある。例えば、グラクソ社とバロー・ウェルカム社が合併して、グラクソ・ウェルカ

ム社に、ロッキード社とマーティン・マリエッタ社が合併してロッキード・マーティン社
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になった、などである。 

また、社名変更しなければならない別の理由に、企業分割、レバレッジド・バイアウト、

資産分割などがある。例えば農作機械やトラックのメーカーであり、創業 155 年を誇るイ

ンターナショナル・ハーベスト社は、1984 年に農作機械部門をインターナショナル・ハー

ベストという名称と「ＩＨ」のロゴとともに売却した。そのため法的には５年以内の社名

変更が求められていた。多くの調査がなされた後、新しい社名として「ナビスター」が選

ばれた。 

さらに、企業のビジネスの性質に関して一般の人々が誤解している場合にも社名変更が

求められる。例えば、欧州の食品会社であるＢＳＮ社は、新鮮な乳製品として成功してい

る同社の「ダノン」ブランドにちなんで社名変更した。なぜなら多くの消費者はＢＳＮが

何を意味するのか知らなかったからである。 

最後に企業戦略の大きな変更に際し、社名変更が必要になることもある。例えば、ＵＳ

スチールは、製品群における鋼鉄と金属の比重の低下を受けて、ＵＳＸに社名変更した。

アルゲーニー航空は、地方路線の航空会社から全国的な航空会社へ発展する際にＵＳエア

に社名変更し、その後世界進出を目指してＵＳエアウェイズへと変更した。 

いずれの場合においても、社名変更の際に前提となるのは既存ブランドの連想が強さ、

好ましさ、そしてユニークさを有していないことと、新しく選ばれる名称が望ましいイメ

ージをよりよく伝達できていることである。社名変更は企業イメージ・キャンペーンを伴

うことが多い。しかしながら社名変更は一般に、複雑で、時間がかかり、費用もかさむた

め、無視することのできないマーケティング上あるいは財務上の問題がはびこるとともに、

適切な支援的マーケティング・プログラムが実施可能な場合にのみ行われるべきである。

新しい社名によって製品やマーケティングの欠点が覆い隠されるわけではない。それほど

有名でない企業でさえ、ＣＩを変更するための調査、広告、そして他のマーケティング・

コスト（例えば、新しい看板、文具、名刺など）として 500 万ドルを要し、有名な企業と

もなれば、それらの費用は１億ドルにも及ぶだろう。 

そして、一度新しい社名が選ばれたならその社名を従業員、顧客、供給業者、投資家、

そして一般大衆に広く「売り込む」ため、多大な努力がなされなければならない。変化へ

の抵抗感のために、当初、新しい社名に対する人々の反応は否定的であることが多い。例

えば、ニューヨーク・テレフォンとニューイングランド・テレフォンが合併してＮＹＮＥ

Ｘに社名変更したとき、批評家達は有名な便秘薬の「エクスラクス」のようであるとその

社名を否定した。しかし、適切に選択され正しく扱われることにより、新しい社名もいず

れは親近感が得られ、人々に受け入れられるようになる。ブランド名の変更を効果的に実

施するためには、当該ブランドの外観や使用の一貫性を維持するガイドラインが必要であ

る。 

 

３．３．本研究の視点 

 

いくつかのブランド変更の事例を見て分かるように、マネジメント側の視点と、消費者

側の視点とではその意味合いが異なる。本研究は、ブランド・マネジメントにおけるブラ

ンド変更の意味の解明をテーマとするものであるため、マネジメント側がブランドをどの



 13

ように知覚されたいかという意思の方に焦点を当ててブランド変更を論じる。 

 

３．４．ブランド変更の定義 

 

前述の視点に基づき「ブランド変更」の定義を行う。ベースは恩蔵の定義を採用する。

すなわち、 

 

 

 

である。この中の「ブランド」は「ブランド・ネーム」のみを指す訳ではない。前述の通

り、ブランド・エクイティの構築には、「ブランド・ネーム」のみならず、ロゴ、シンボル、

キャラクター、スローガン、パッケージ等、他のブランド要素も複雑に絡んでいる（Keller，

2000）ため、他のブランド要素が変わったとしても消費者の受ける印象が変わることがあ

ると考えられるためだ。 

さらに詳細にブランド変更を定義するために、ブランドの基本戦略における他の戦略と

の違いを明らかにする。まず、同じ既存市場を対象とする「ブランド強化」との違いにつ

いて、同戦略は「これまでの戦略の延長」と恩蔵は位置づけている。すなわち、戦略の変

更というマネジメント側の意思が加わっていることが「ブランド変更」の要件ということ

になる。例えば、同じパッケージリニューアルという現象でも、マネジメント側がこれを

新規なものとしてブランドを認識して欲しいと意図するものは「ブランド変更」になる。 

次に新規ブランドを投入する「ブランド開発」との違いについてであるが、これは「ブ

ランド資産ゼロからのスタート」と恩蔵は説明している。つまり、既存のブランド資産を

活用したアプローチであることが「ブランド変更」の要件ということになる。例えば、同

じ新規ブランドの投入であっても、既存品の認知、連想といったブランド資産が活かされ

ている場合は「ブランド変更」にあたる。以上の違いを図で整理すると【図表②】のよう

になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ブランド変更」とは、同じ市場をターゲットとし続けるが、ブランドを新規なもの

へと変更する戦略 

【図表②】ブランドの基本戦略における戦略間の違い 

ブランド強化 ブランド変更

ブランド
リポジショニング

ブランド開発

既存 新規

既
存

新
規

ブランド

市
場

ブランド資産ゼロ

既存ブランド資産の活用

戦略の変更
（新規なものとして認識されることが目的）

これまでの戦略の延長

ブランド強化 ブランド変更

ブランド
リポジショニング

ブランド開発

既存 新規

既
存

新
規

ブランド

市
場

ブランド資産ゼロ

既存ブランド資産の活用

戦略の変更
（新規なものとして認識されることが目的）

これまでの戦略の延長

 
※出所：恩蔵（1995）P.35 に加筆  
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これを踏まえ、詳細に「ブランド変更」を定義すると次のとおりになる。 

 

 

 

 

 

ブランド変更はブランド・マネジメントの一手法であり、マネジメント側が当該製品を

これまでとは異なる新規なものとして知覚されるために、既存品のブランド要素を変更す

ることである。 

 

４．ブランド・アイデンティティ論におけるブランド変更の必要性と手法 

 

これまでの論述により、ブランド変更がブランド・マネジメントの一手法であることを

整理した。前述のブランド・アイデンティティ論においては、ブランド構築にあたっての

信念や哲学を曲げる行為であるブランド変更は望ましくないものということになる。その

中でブランド変更が必要な状況とはどのような場合か。先行研究に基づき以下に記す。 

 

４．１．首尾一貫性のメリットと困難性 

 

まずは、ブランド・マネジメントにおける原則とも言える「首尾一貫性」のメリットに

ついて論じる。時とともに変化するのは、必ずしも必然的なことではない。成功している

ブランドの多くは首尾一貫したアイデンティティや実施方法に関して特筆に値する歴史を

持っている。 

変更は場合によっては適切であり、また必要でさえあるが、ポジションや実施方法がす

たれたり飽きられたりすることなく持続するような効果的なアイデンティティの創造が第

一目標であることは言うまでもない。これによって長期にわたり首尾一貫した意味やメッ

セージを提供することが可能となり、ポジションやアイデンティティ・シンボルの占有、

コスト効率の上昇など、強力な競争優位を提供するために必要なものが得られるのである。 

ブランド・アイデンティティ、ポジション、ビジュアル・イメージ、テーマやスローガ

ンが長期に渡り首尾一貫していることが強いブランドの鍵となることは明白である。この

論理は誰にでも理解できるものであり、その戦略も単純であるのだが、これがスムーズに

実践されているケースは少ない。そして、首尾一貫したアイデンティティを維持すること

から遠ざけ変更へと向かわせる圧力が存在する。 

その一つは、ブランド・マネジャーのブランドに関わる意思決定に影響を与える心理的

要因に関するものである。それは、現在のブランドに関する問題解決および行動に対する

志向であり、ブランドの成果を向上させたいという強い野心であり、前任者のアイデンテ

ィティや実施方法に対する執着のなさなどである。 

もう一つは、戦略の誤認または既存のブランド・アイデンティティ及び実施方法に対す

る誤った想定によるものである。例えば、アイデンティティや実施方法の効果がないと早

期に判断してしまうことや、新しいパラダイムは新しいアイデンティティや実施方法を必

ブランド変更とは、当該ブランドがもつブランド資産を活用しながら、新規なものとし

て認識されることを目的として、マネジメント側が当該製品のブランド要素（ブラン

ド・ネーム、ロゴ、シンボル、キャラクター、スローガン、パッケージ）のいずれかあ

るいは全てを変更する戦略 
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要とすると思い込んでしまうこと、顧客が使い古されたあるいは古臭いアイデンティティ

や実施方法に飽きていると考えてしまうこと、などがある。 

 

４．２．長期的ブランド管理におけるブランド変更の意義 

 

このような環境において、ブランドを構築することは容易ではない。前述のような「ブ

ランド変更に向かう偏向」の結果、ブランド・エクイティの基盤が弱まり、その確立が困

難になることも多い。アイデンティティ、ポジション、実施方法のどれ一つをとっても、

それを変更することは費用のかかることであり、ダメージを与える可能性を潜在的に有し

ている。アイデンティティを変更することは根本に関わる問題であるが、ポジションや実

施方法の変更も同様に混乱を引き起こす原因になり得る。 

しかし、実際には欠陥のある効果のない戦略を継続することで被害を受ける場合など、

アイデンティティ、ポジション、実施方法を変更しなければならない状況が存在する。長

期的にブランドを管理する際の主要な課題は、アイデンティティ、ポジション、実施方法

の変更に関する意思決定にある。以下、変更を必要とする主要な５つの合理的理由をまと

める。 

 

 

不適切な、あるいは的が外れたアイデンティティや実施方法は、通常顧客の興味、ブラ

ンドの認知、ブランドに対する態度、そして売上を測定することで早期に診断することが

可能である。売上やシェアの傾向が期待はずれの場合は、特に強いシグナルになる。 

アイデンティティ、ポジション、または実施方法に明らかに欠陥がある場合が時にある。

例えば、ＡＴ＆Ｔの「ⅰ」プログラム（受信者指定通話サービス）は、付加価値を提供し

顧客との関係の基盤となることが期待されていた。しかし、このプログラムは結果として

単に混乱を生み出しただけであり、一年を待たずして中止された。「君臨するウォッカ」シ

リーズなど、スミノフのキャンペーンのいくつかも効果が得られず、短命に終わった。 

 

 

たとえブランド・アイデンティティや実施方法がうまく機能していたとしても、市場は

静止しておらず、ブランドを取り巻く状況は変わる可能性がある。顧客の志向や企業文化

は進化し、技術は新たな挑戦をもたらし、新たな競争相手が市場に参入したりあるいは市

場から撤退する。事実、ブランド環境の根本的なパラダイム・シフトの結果、かつて成功

していたアイデンティティや実施方法が役に立たなくなることがある。 

例えば、ケンタッキー・フライドチキンは、ハーブや香辛料を使った秘伝の方法でフラ

イドチキンを調理した、古きよき南部の出身者であるカーネル・サンダースに基づくアイ

デンティティによって大成功を収めたブランドである。しかし、１９８０年代の中ごろ、

健康に気を配る消費者が増え、彼らはケンタッキー・フライドチキンから高脂肪・高コレ

ステロールを連想し、よりヘルシーなチキンを提供するレストランを贔屓にしはじめたの

である。ケンタッキー・フライドチキンはそのメニューにローストしたチキンを追加する

ことで価値のあるポジションへ移行することを目指した。同時に油で揚げた食べ物という

理由１－アイデンティティや実施方法が貧弱な場合 

理由２－既存のアイデンティティや実施方法が効力を失った場合 
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連想を取り除くため、名前をＫＦＣに縮めたのである。 

 

 

ブランドのアイデンティティや実施方法は機能しているが、それが限られた市場あるい

は縮小傾向にある市場に向けられている場合、より幅広い市場に到達するにはアイデンテ

ィティを変える必要がある。ジョンソン＆ジョンソンがそのベビー・シャンプーを毎日使

用できるマイルドなシャンプーを求める人々の製品として再定義したことからも明らかな

ように、他のセグメントに到達するためブランドをリニューアルすることは有効な手段と

なる。また、アーム＆ハンマーがベイキング・ソーダを冷蔵庫の脱臭剤として使用したと

いう古典的な事例に見られるように、新たな使用方法を確立することで市場を拡大するこ

とも可能である。 

 

 

ブランド・アイデンティティがいまだに適切でありまた意味あるものであったとしても、

時代遅れで古臭いものに見える場合がある。ゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）社は事業

の多角化を推進した 1960 年代に、電気がもはや技術や革新を表さない時代遅れのコンセプ

トになったことを受け、その名前やスローガンから電気という言葉を削除し異なる価値提

案を示すことでこれを解決しようとした。この過程で、ＧＥのコア・アイデンティティ要

素であった電気システムや、人々の生活におけるその役割といったコンセプトが段階的に

廃止されていったのである。また、スミノフは 1946 年から 1994 年の間に異なるテーマと

ビジュアル・イメージを持つ 14 もの広告キャンペーンを行ったが、これらのいくつかはブ

ランドを時代にあったものにするための努力であった。 

 

 

長期にわたり単一のブランド・アイデンティティや実施方法を展開する際に起こる最後

の問題は、たとえ実施方法に多様性を持たせたとしても、それが顧客にとって退屈なもの

になってしまうことである。その結果、注目を得ることに失敗し、最終的にその力を失う

ことになる。さらに、長期にわたりアイデンティティが同じ場合、そのアイデンティティ

を効果的に表現するためのアイデアが枯渇してくることもある。その結果、より刺激的な

アイデンティティや顧客に対するコミュニケーション方法を有する競争相手が優位に立つ

ことになる。スミノフはクリエイティブ活動に何の拘束も与えなかったことで、ある程度

人目を引く広告をつくることができたといえよう。 

アイデンティティや実施方法の変更はニュースになる。ブランドの変更に成功した企業

はニュースの見出しになりやすく、従ってブランドに対するマーケティング支出を増やす

ことと同じ効果を得ることができる。一般メディアが注目したマーケティング活動として、

ウェンディーズの「ビーフはどこ？」キャンペーン、女性シンガーのマドンナを出演させ

物議をもたらしたペプシのテレビ広告、いすゞ自動車がうそつきのディーラーをスポーク

スマンとして使用したものなどが挙げられる。 

 

４．３．ブランド変更の手法 

理由３－アイデンティティや実施方法が限られた市場にしか到達しない場合 

理由４－アイデンティティや実施方法が時代にあっていない場合 

理由５－アイデンティティや実施方法が飽きられている場合 
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ブランド変更が必要な場合、最も難しいのは、冷静かつ分析的にそれを行うことである。

市場がそれを求めていると推察されたり、あるいは売上が低下している場合は特にそうで

ある。長期にわたって反映し続けるようなブランド・アイデンティティに生まれかわろう

とする際に、軽率で性急な行動は危険である。 

一般的に、多くのブランドにとっての課題は、ブランド・エクイティの主要な構成要素

である既存のアイデンティティから離れることなく、環境変化に適応することや、ブラン

ド・アイデンティティを時代に合わせることである。ブランドを最新のものにすることは、

歴史のあるヘリテージ・ブランドにとって特に重要な課題である。 

ヘリテージ・ブランドは、二つの異なる問題を抱えている。一つは、ジェローやリーバ

イスといった、より若い世代にアピールしなければならない消費者向けブランドに関わる

ものである。アイデンティティの拘束をほとんど受けない競争相手が、全力で若い世代に

対応しようとしていることから、これらの製品カテゴリーのブランドにとっては特に、時

代遅れだと思われることは致命的である。もう一つは、ハイテク製品や耐久財を提供して

いる企業が典型的に直面する問題である。これらの企業は、往々にして技術に遅れること

が大きなハンディキャップになる市場において、単に古くからあるというだけで最先端企

業ではないとみなされるのである。 

これらの問題に対応するためには、古い家を壊して新しい家を建てるようなことよりも、

まだ有益だと思われるものを使って古い家を改築する方が、費用がかからずリスクが低い

と言える。改築の方法の一つは単純に改装することであり、これはアイデンティティを「進

化」させることに相当する。ブランドは段階的に進化することで、親しみを維持しつつ時

代に合わせることができる。進化は単に拡張アイデンティティに関する場合もあれば、コ

ア・アイデンティティに関わる進化が必要となる場合もある。時代に合うようにするため

アイデンティティを進化させる方法は数多く存在する。その方法として、シンボル、名前、

スローガンといったブランド要素を利用したもの、そして新製品を利用したものが挙げら

れる。例えば、シンボルについて、意味を変更させることなく時とともに段階的に変更さ

せることは、ブランドの伝統を示し続けるので「進化」に過ぎない。名前については、ブ

ランドの進化したアイデンティティがより反映されるよう、時代遅れになったブランド・

ネームを変えることができる。また、新製品（新規ラインアップ）を投入することにより

古臭くなったブランドに活力を与え、根本から新しいものにすることも有効である。 

もう一つの方法は、部屋を大きくしたり別の部屋を追加することである。これはブラン

ド・アイデンティティの「拡大」とみなす事ができる。これは、拡張アイデンティティ要

素あるいはコア・アイデンティティ要素を新たに加えることにより、既存のアイデンティ

ティを保持しつつ、それを拡大することである。異なる属性やパーソナリティ特性、新し

い市場セグメント、新しいユーザー・イメージ、製品拡張、新しい情緒的便益など、多く

の多様な次元を加えることが可能である。 

 

４．４．まとめ 

 

長期にわたって存続しているブランド・アイデンティティが、大幅にあるいは強制的に
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変更される場合、受け継がれてきたアイデンティティが失われたり、その影響力が弱まる

危険性がある。従って、問題はどのようにして受け継がれてきたアイデンティティを強化

しながら変更するかにある。 

ブランドの目標は、長期にわたって使用可能な価値あるエクイティを確立することにあ

る。従って既存のブランド・アイデンティティが有するエクイティは、その根底にある価

値を放棄したりそぎ落としたりすることなく、進化あるいは拡大のための基礎として使用

されるべきである。変更することで得られる価値は、首尾一貫性によって得られる価値や、

なかなか得ることのできない伝統が有する価値と、常にうまくバランスさせる必要がある。 

このように、ブランドはある程度の期間をおいて慎重に変更するか否か判断されるべき

ものである。しかし、冒頭に紹介したように一年を待たずしてリニューアル、あるいは終

売に追い込まれる商品が多数存在する日本の市場において、ブランド変更はどのような意

味を持っているのか。次章でブランド変更に影響を与えていると考えられる流通チャネル

について詳細に論じる。 
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第２章．ブランド変更に影響を与える流通チャネル 

 

冒頭で述べたように、飲料カテゴリーの商品開発は小売流通の棚割時期を意識して行わ

れることが多い。このことから日本の市場では、飲料メーカーの小売流通との関わりがブ

ランド変更に大きく影響を与えていると考えられる。これより、日本の流通業界の歴史と

特徴を確認し、それがメーカーのブランド・マネジメントにどのような影響を与えている

かをまとめる。 

 

１．日本の流通業界の伝統的な特徴 

 

わが国における流通業界の特徴はいくつかある。田村（1986）は外国から見た日本の流

通システムの概念図として「外国モデル」を提示している。これはわが国の流通システム

が、構造的には小売段階の「過多・零細・生業的」であるところと、卸売段階の「多段階」

であるところに加え、取引関係の「日本型取引」と「流通系列化」という特徴を示した上

で、流通成果を示したものである。これは、【図表③】のように示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「外国モデル」は、小売段階における過多性・零細性・生業性からくる低生産性と、卸

売段階における多段階性が高流通費用を生み出し、また流通システムにおける取引関係と

しての流通系列化（メーカーやその傘下の卸店による小売流通の支配）や日本型の取引関

係（長期的な取引による排他的な関係）が外国企業による日本市場への参入障壁になって

いるとしている。 

このような特徴は、時の流れとともに薄まりつつも今日も日本の流通事情を説明するキ

ーワードとして使われ続けている。和田・恩蔵・三浦（2000）は、最近のデータから小売

段階の「過多・零細・生業」的な点と、卸売段階の「多段階」的な点を説明している。 

【図表③】日本流通システムの「外国モデル」 
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※出所：田村（1986）P.5 
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まず小売段階の「過多・零細・生業的」という意味は、わが国の小売店舗の多くが売上

規模、店舗規模がきわめて小規模であり、しかも店舗数が過多であるということである。

さらにこれらの小売店の多くはその経営形態がいわゆる「パパママ・ストア的」であり、

企業や組織の形をなしていない。事実、1997 年調査の商業統計でも、わが国の人口およそ

１億 2000 万人に対して 142 万店舗の小売店が存在し、そのうち従業員４人以下の小売店が

74.6％を占めている。また１店舗あたりの店舗面積も 90.1 ㎡、年間売上規模も１億 407

万円である。つまりわが国の小売店の多くは 27 坪程度の売場で１日 28 万円ほどの売上を

上げており、夫婦２人で小売店を営み、子供や多少のアルバイトを使って朝から晩まで店

を開け、家計と営業収入の区別がはっきりしないままに営業を続けているということにな

る。 

そして、卸売段階の「多段階性」については、Ｗ／Ｒ比率という流通経路の長さを表す

尺度で説明している。Ｗとは卸売業（wholesale）、Ｒとは小売業（retail）のことであり、

卸売業の販売額合計を小売業の販売額合計で割った比率のことである。日本のＷ／Ｒ比率

は、経済産業省の商業統計から算出することができる。その値はピークの 1982 年において

は 2.93 倍であった。すなわち卸売り取引が３段階あるということになる。 

この背景には日本特有の社会事情がある。Kotler（2003）は、チャネル・システムは国

によって大きく異なると論じ、日本の流通システムの特徴を「数が多い」と評している。

日本の流通システムは家内工業と急激に増加した都市人口から商人階級が発生した 17 世

紀初頭に生まれ、その後日本が経済的な成功を収めたにもかかわらず流通システムは旧式

な制度を忠実に踏襲していると彼は指摘する。しかし、無数の小売業者と卸売業者が支え

るこのシステムは非効率的かつ煩雑ではあるが、日本の顧客には重宝されているとも彼は

述べている。日本の住宅事情から、ほとんどの主婦は一週間に何度も買い物に出かけるた

め、便利な近所の店が好まれていることがその大きな理由である。 

 

２．日本の流通業界の変化（1950 年代～1970 年代） 

 

しかし、このような特徴を残しつつも、日本の流通業界は戦後から大きな変化を続けて

きた。青木・斎藤・青山（2000）は、戦後の流通産業の発展を「戦後復興期」（1950 年代）、

「高度経済成長期」（1960 年代）、「経済的激動期」（1970 年代）、「構造転換期」（1980 年代）、

「大競争時代」（1990 年代）と、大きく５つの時代に区分してこれを説明している。 

まず 1950 年代には、個人消費が回復していく中で百貨店の新設が活発になり、池袋に

は西武百貨店が開業したほか、阪急百貨店、大丸といった関西の百貨店が東京に進出する

など、百貨店が経済成長に効果的な役割を果たしていた。この当時の流通産業の構造は大

別して百貨店と町の中小零細小売店という「すみ分けの構図」を特徴としていた。百貨店

は高級商品の販売店として活躍の場が与えられ、他方で日常的に大衆的な生活必需品の販

売店として零細小売店があった。 

そして 1960 年代の高度経済成長がもたらしたのは、大量生産・大量消費というアメリ

カ型の経済構造であった。このような中で、1957 年にダイエー、1958 年にイトーヨーカ堂、

1963 年に西友ストア（現在の西友）など、総合スーパー各社が登場し急成長していった。

当時の百貨店は規模拡大のために地方の中堅百貨店を自己の傘下に引き入れたり、子会社
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を設立したりしてグループ化を図り、大手スーパーも同様に経営の多角化や同業他社の吸

収・合併を図るなどしてグループ化を進め、企業規模の拡大を追求した。 

1970 年代はそれまでの高度経済成長から低成長への移行時期である。それはまた、流通

業界における競争構造の変貌を促す時期でもあった。この時点で競争の舞台には、これま

での百貨店と零細小売店に加えて、新たにスーパーが登場している。そして規模的な拡大

が進むこれら大規模小売業に対する規制の必要性が強調されることになった。大規模小売

店舗法（以下大店法という）による規制はこうしてスタートする。また、この時期の流通

業界は、グループ経営による大型化と資本蓄積の強化も特徴としていた。企業間競争から

グループ間競争へのシフトは、急激な経営環境の変化への対応という側面を併せ持つもの

といえる。また、この時期にコンビニエンス・ストアが誕生している。 

 

これまで、1950 年代から 1970 年代の流通業界の変遷をまとめてきて、様々なチェーン・

ストアが登場したことを述べてきたが、初期のわが国のチェーン・ストアはアメリカのそ

れを真似したに過ぎないとも言える。つまり、わが国においては、欧米において新業態が

出現した際の革新性、たとえば経費削減のための営業革新や組織改革といった本質的な部

分はないがしろにしたまま、表面的な姿を真似しただけで、もっぱら規模の拡大のみを指

向したようなチェーン・ストアが少なくなかった。 

 

３．日本の流通業界の変化（1980 年代～） 

 

しかし、1979 年の大店法の改正を機に日本の流通業界に質的な変化が訪れた。大型店の

出店攻勢にさらされた中小小売業が、大店法による規制強化を要請し、改正に至ったもの

である。その内容は、第一種大規模小売店を 1500 ㎡以上、第二種大規模小売店を 500 ㎡以

上とし、いずれも規制対象とするものであり、出店にあたっては地元商業者、消費者、学

識経験者で構成される商業活動調整協議会で審議し、その後最終調整した後に出店が可能

になるというものである。 

このように極めて煩雑な手順を踏んではじめて出店が可能になる大店法の改正は２つ

の大きな意味を持っていた。一つは、出店が困難になることで大型店同士の競争が阻害さ

れるということであり、もう一つは小売業のこれまでの成長戦略であった出店による成長

を困難にしたことである。しかし、このことが結果として小売業の新しい成長戦略を模索

するきっかけとなった。 

具体的には、出店による外への拡大戦略にブレーキがかかったことから新たな方向とし

て、既存店の売上拡大による事業拡大、既存店の効率化による収益拡大、規制対象外の規

模の店舗による業態開発と出店という３方向の戦略が検討されるようになった。このうち、

既存店の活性化は、これまでの「外への戦略」に対して「内への戦略」と言えるものであ

る。そして、規制対象外の店舗とは小型店の出店であり、具体的にはコンビニエンス・ス

トア（以下ＣＶＳ）の拡大を指す。 

こうして、1980 年代より量販店各社が「業務改革」「業務革新」に取り組むことになる。

この中でイトーヨーカ堂の業務革新は成功事例として有名である。野澤（2002）は同社の

業務革新をいくつかのステップにまとめている。 
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イトーヨーカ堂において、1980 年以降、これまで順調に伸ばしてきた業績にかげりが見

えはじめた。当時中期経営計画の策定作業に入っていた同社は、1982 年に組織改正を行い

同時に「業務改善プロジェクトチーム」を発足させた。彼らがまず行った改革は、「死に筋

商品のカット」であった。これまでのマーチャンダイジングは、メーカーがつくったもの

を卸売業が仕入れ、卸売業が仕入れたものを本部の商品部が仕入れ、それを陳列販売する

というものであった。つまり「仕入れた商品を売る」ということであるが、今までのよう

にこれで自然に売れていた時代が過ぎ去り、イトーヨーカ堂は「売れる商品を仕入れる」

という方針に改めた。死に筋商品をカットすることにより、店舗におけるロスを排除し、

さらに在庫の削減を実施しようとした。 

その一方で、売れ筋商品については、欠品や遅納をなくすための適正な陳列量と発注量

の設定、デリバリーのあり方を整備するようにした。この流れで、1985 年には全店一斉に

ＰＯＳ（point of sales）システムを導入し、本格的情報システムの確立へと進むことに

なる。以前は「品種」という単位で商品の仕入れを考えていたので、欠品した商品があっ

たとしても代替品で間に合わせていたものを、同社は「単品」という発想に転換し、これ

を全社に徹底していった。それはＰＯＳデータを通して商品の「入り」と「出」をチェッ

クすることで可能になり、死に筋商品の発見も迅速にできるようになった。 

 

1990 年代には、大店法の規制緩和が段階的に進められ、大型店の出店が活発化した。そ

して、バブル崩壊に伴う不況が本格化すると、大手総合スーパーによる低価格のプライベ

ート・ブランド（ＰＢ）商品の開発が盛んになり、また低価格で販売するディスカウント・

ストアの台頭により「価格破壊」が進展するなど、流通業界をとりまく環境はまた大きく

変化した。不況が深刻になる中で、消費者は所得の伸び悩みに直面し、必要なもの以外は

購入しなくなったり、購入が必要な場合でも選択して商品を購入したりするようになった。

さらに、90 年代半ば以降、流通外資の国内への参入が相次ぎ、生き残りのための競争は一

層激しいものになった。 

このような中でも成長を続けたのがＣＶＳである。野澤（2002）は、ＣＶＳビジネスを、

情報システムを軸とした全く新しい小売ビジネスとして構築した事例として、セブン・イ

レブンを紹介している。また緒方（2000）は、単品管理の技術を追求した同社の進化を説

明している。 

今日、大手小売チェーンの間ではＥＯＳ（electronic ordering system）による発注は

ごく当たり前になっているが、このシステムの皮切りになったのはセブン・イレブンであ

った。1982 年の「店舗総合情報システム」と名づけられた同社の新しい取り組みの一環と

して、ＰＯＳ導入と前後する形で導入された新しい「ＥＯＢ（Electronic Order Book）発

注端末機」とそれを組み込んだ全く新しい発注の仕組みがそれである。これと同時に各店

には本部と接続する「ターミナルコントローラー」と「ＰＯＳ端末機」が導入された。 

ＥＯＢは女性が片手に持って操作できるコンパクトな端末機である。従来は、発注担当

者はオーダーブックを持って売場に出ていたが、新システムではＥＯＢを持って売場に出

て、各商品の情報を見ながら発注を行うのである。その際の情報は、商品名、売価、粗利

益率、納品指定曜日、入荷形態（一便か二便か）、発注単位、最低発注量、商品の重要度ラ

ンク、その店での最低発注量、過去の発注・販売実績、発注に必要なポイント情報（休日
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や祭日の存在等）といったものである。これらの情報をもとに、担当者は全ての商品の発

注を行い、ターミナルコントローラーにＥＯＢを接続させることで発注は完了する。この

段階では、発注に関わる業務の合理化に大きな比重が置かれており、発注精度を含めた発

注の質の向上にはあまり取り組みがなされていなかった。 

しかし、同社が 1990 年に導入した「ＧＯＴ（Graphic Order Terminal）」は、ＥＯＢと

は比べ物にならない高度な機能を持っていた。これはＡ４版くらいの大きさで、ＥＯＢの

代わりとして各店に導入された発注端末である。ＥＯＢで提供される単品発注のための情

報は、発注のための最もベーシックなものであったが、このＧＯＴには商品特性からその

市場性、扱い方から発注・販売にあたって留意すべきポイントなどが細かく表示されてい

る。 

さらに同社は、毎日の天候や消費者の動向などに応じて仮説を立てて発注を行い、その

成果をデータで検証しながら次の発注の精度を上げていくという単品管理の手法を取るよ

うになった。1998 年４月までに全店で導入されたシステムは、動画、静止画、文字、数値

を駆使して店舗に情報を提供した。発注の際はＧＯＴ画面で個々の商品のＰＯＳデータは

もちろん、天気情報や地域の催事、商品のキャンペーン情報なども参照することができる

ようになっている。 

セブン・イレブンではＧＯＴ以前にも、本部から加盟店に対し「商品情報」の伝達を積

極的に行ってきた。その一つはカラー写真つきの「商品案内」であり、これは１週間に１

度ずつ各店に送られていた。それだけ頻繁に新商品が導入され、加盟店に推奨商品として

紹介されていたわけである。それは市場におけるメーカーの新商品の開発ラッシュや、商

品の寿命の短命化に符合するものでもある。頻繁な商品の差し替えは、はげしく変化する

この市場状況に常に加盟店が即応し、売れなくなったものをカットし、可能性のある新し

いものと入れ替え、品揃えの硬直化を排除し、鮮度を保っていけるよう、本部から指導が

あることを物語っている。 

 

４．チャネル・リーダーシップの移行－小売流通の支配力向上－ 

 

このような小売流通の変化は、メーカーとの取引関係にも影響を及ぼす。田村（1986）

は、高度経済成長を終えて安定経済成長に移行した後の日本の流通問題は、大きく流通シ

ステムにおける二種の流通支配力の発生とそれらが生み出す影響を中心に展開してきたと

論じる。 

その一つは、メーカーのマーケティングを通じて発生した流通支配力である。特に卸売

段階への垂直統合は日本型流通構造の特質の一つである卸売の多段階性を解消させる力の

一つとして機能した。メーカーはこれによって流通支配力を小売段階まで及ぼすことに成

功した。他の一つは、これまで論じてきたスーパーマーケットを中心にした大型店の急成

長である。大規模小売流通の品揃えがこのようなメーカーの商品を含むようになると、こ

れら二つの流通支配力がぶつかり合うことになる。 

小林・南（2004）は、この流通支配力のぶつかり合いとリーダーシップ争いについて次

のように説明している。 

もともとチャネルにおける企業間の関係は、取引関係を基礎にしている。そのため、チ
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ャネルがいくら統一的なシステムであるかのように運営されているとしても、売り手はで

きるだけ高く売りたい、買い手はできるだけ安く買いたいという対立的な利害関係が発生

する。この売買関係の対立性を根底において、構成員間で目標や現状認識の不一致、役割

分担の未調整などが顕在化すると、チャネルにおいて衝突（コンフリクト）が発生するこ

とになる。従って、チャネル・リーダーがチャネルを円滑に管理・運営していくためには、

他のチャネル構成員に対してリーダーシップを発揮し、コンフリクトを制御していかねば

ならない。 

チャネル・リーダーは他のチャネル構成員に対しパワー関係で勝っている。パワー関係

とは、チャネル・リーダーがパワーの基盤となる資源（パワー資源）をどの程度持ってい

るかと、リーダーと他の構成員との依存関係がどのようになっているかによって規定され

る。 

まずパワー資源とは、報酬、制裁、正統性、一体化、専門性と情報の５つに分類される。

報酬は有利なマージンやリベート、販売促進費の提供、優先的販売権の付与、新商品やヒ

ット商品の優先的配荷などからなる。メーカーの商品に高いブランド力がある場合には、

それ自身が報酬のパワー資源になる。逆に制裁は、マージンやリベートの縮小、優先的販

売権の廃止、取引停止などからなっている。また、正統性はチャネル・リーダーに対して

他のチャネル構成員が従う義務があると考える雰囲気や状態を作り出す能力のことである。

そして一体化とは、メーカーと系列小売店との関係に見られるような、ブランド・イメー

ジや評判によってチャネル・リーダーに対して他のチャネル構成員が強い結びつきを求め

る意識のことである。最後に、専門性と情報とは、他のチャネル構成員にとって重要な専

門的知識や情報を収集・蓄積していることであり、製品や技術に関する情報、ＰＯＳデー

タなどに基づく市場情報、カードなどから得られる顧客情報などが挙げられる。 

チャネル・リーダーは、こうした多様なパワー資源を駆使して他の構成員の行動を制

御・統制することによって、チャネルを円滑に管理・運営していくことができるわけであ

る。 

次にチャネル依存関係については、一般に取引主体それぞれにとっての当該取引の重要

性と、取引相手が持つ資源に対する依存度によって規定されている。 

このうち取引の重要性は、取引依存度という尺度で定量的に測定することができる。こ

の取引依存度は、売り手の買い手に対する販売依存度と、買い手の売り手に対する仕入依

存度とに分けて考えられる。直接取引きするメーカーＡ社の総販売額Ｓ、小売業Ｂ社の総

仕入額Ｂとすし、両社の取引金額をＭとすると、Ａ社のＢ社に対する販売依存度はＭ／Ｓ

となり、Ｂ社のＡ社に対する仕入れ依存度はＭ／Ｂとなる。もしＳ＞Ｂであるならば、Ｍ

／ＳはＭ／Ｂを下回り、Ｂ社のＡ社に対する依存の方がＡ社のＢ社に対する依存よりも強

くなることになる。メーカーＡ社の総販売額が小売業Ｂ社の総仕入額を上回れば、パワー

関係でＡ社はＢ社に対して有利な立場に立てるということになる。 

しかし、依存関係は取引依存度だけで決まるわけではない。自社が必要とする資源を取

引相手がどの程度持っているかによっても規定される。こうした見方を資源パースペクテ

ィブという。取引相手が持つ資源への依存度は、その資源が自社にとっての希少性が高け

れば高いほど、また他組織からの調達などによる代替可能性が低ければ低いほど高くなる。

例えば、メーカーにとっては商品のブランド力や差別性が高ければ高いほど、小売業はそ
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の商品を品揃えから排除できなくなることから、たとえその商品の取引金額が相対的に小

さいとしても小売業による依存度は高くなる。また、市場情報や競合商品情報に基づいた

陳列・棚割りなどの提案力の高さもメーカーにとって重要な資源になる。 

逆に小売業にとって重要な資源となるのは、展開している店舗の成長性や差別性といっ

た要素である。これらが高ければ、たとえ現在の取引金額が小さくてもメーカーはその小

売業との取引を重視せざるを得なくなり、メーカーの小売業への依存度が強まることにな

る。さらに、小売業がメーカーの商品開発などに役立つ情報を持ち、具体的な提案ができ

るのであれば、その情報は小売業にとって重要な資源となる。ＰＯＳデータや顧客データ

に基づいてメーカーの商品開発などを先導する提案を行うようになればなるほど、メーカ

ーの小売業に対する依存は強まるのである。 

近年の大規模小売業の成長と上位集中化に伴い、チャネルにおけるリーダーシップの所

在がメーカーから小売側に移行しつつある。これを流通におけるパワー・シフトという。

この結果、前述のパワー資源の重要度と依存関係への対応方法に変化が生じる。 

まず前者については、従来パワー資源の中心として位置付けられてきたのは報酬と制裁

という経済的パワー資源であった。メーカーは多くの場合、これらによって他のチャネル

構成員とのコンフリクトを有効に制御できた。しかし、大規模小売業の成長と上位集中化

に伴って、メーカー側の報酬と制裁のパワー資源が通用しにくくなる一方で、逆に小売側

がバイイング・パワーを背景にして報酬（大量仕入れなど）と制裁（取引停止など）のパ

ワー資源を握るとともに、ＰＯＳデータや顧客データを蓄積・活用することによって、専

門性と情報のパワー資源を手にすることになった。また、後者については、大規模小売業

の成長によって、総仕入額が拡大していくことによって取引依存度からみたパワー関係は

ますますメーカーにとって不利な状況に向かいつつある。 

 

５．メーカーの商品開発方針の変化 

 

このような状況においてメーカーがリーダーシップを発揮するためには、小売側を上回

る専門性と情報のパワー資源を持つことや、ブランド力や差別的優位性の強化という対応

が必要である（小林・南，2004）。従って、確固たるブランド・アイデンティティを確立す

るための長期的なマーケティング活動が求められる。しかし、小売流通の支配力が強まっ

ている現在、このような時間的猶予は減少している。 

新製品をヒットさせることができない企業はパワー関係がますます不利になる。しかし、

新製品開発にも大きなリスクが伴う。新製品開発には莫大な費用がかかるだけでなく、失

敗の確率が高いためだ。特に飲料業界は新商品がヒットする確率が低く「多産多死」の業

界として知られている※10。多くの商品を提案しても何がヒットするか分かりにくい業界な

のである。 

Kotler（2002）は、新製品を６つのタイプに分けて説明している。それは、「これまで

にない新製品」、「新しい製品ライン」、「既存製品ラインの追加」、「既存製品の改良や変更」、

「リポジショニング」、「コスト削減」である。この中で「これまでにない新製品」は全体

の１０％に満たず、新製品を開発する活動の大半は既存製品の改良に向けられていると彼

は述べている。 
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ブランド変更は既存製品の改良の一手段であるが、その際に障害となるのは消費者の既

存品へのブランド認知である。しかし、ブランド認知が低い段階であればその障害は低い。

また、ブランド変更の方がこれまでにない新製品を開発するよりも低コストで、失敗の確

率も低い。このことから、ブランド寿命が短い日本の飲料業界においては、新製品だけで

は流通への提案をまかないきれないので、リスクも開発コストも低いブランド変更品も合

わせて提案し、その中でいずれかの商品がヒットすればそれを育成していくという商品開

発のスタイルがあるのではないだろうか。 
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第３章．仮説 

 

前述のように、日本には伝統的に多数の小売店とそれをフォローする多段階的な卸店が

存在し、消費者の頻繁な買い物行動をバックアップしている。小売流通はさらに頻度高い

来店を促すために、品揃えについても常に新奇性を出すためにきめ細かいメンテナンスを

しようとする。 

特に飲料カテゴリーにおいては、商品寿命が短く「多産多死」の傾向が強いため、小売

流通は頻繁に棚を入れ替える必要に迫られる。その際、ＰＯＳデータなどが「死に筋商品」

と「要品揃え商品」を迅速に判断する有効なツールになっている。 

一方飲料メーカー側は、「ブランドはどうあるべきか」という信念や哲学をブランド構

築のベースとし、ブランド要素の選定を慎重に行い長期的な育成を図ろうという意思を持

っていたとしても、その信念や哲学と小売流通の取り扱い意思が合致しない場合もある。

その際に、チャネル・リーダーの地位が小売流通にシフトしている中、パワー関係で勝る

のは小売流通であることが多く、メーカーは小売流通の棚割によって育成すべきブランド

を制限され、棚割の度に新たな商品提案を小売流通から迫られることになるのである。 

ここで、いくつかの仮説が提示できる。まず前提としてヒット商品が出にくいという業

界特性があり、その中でメーカーと小売流通それぞれについて 

 

 

 

 

 

 

 

という仮説が考えられる。この際に、飲料メーカーと小売流通のブランドに対する意識の

ギャップから衝突（コンフリクト）が発生するが、この力関係は小売流通が支配的である。

従って、飲料メーカーが自らの商品の売れ行きを評価する前に小売流通から取り扱いのカ

ットを言い渡されることも生じる。このような中、メーカーの商品開発にあたって以下の

ような仮説が派生する。 

 

 

 

 

こうして小売流通の意思によって販売不振と判断された既存品の終売が告げられると、

その都度メーカーに代替品を提案する機会が発生する。新製品の開発には時間とコストが

かかるため、結果として新製品だけでなくブランド変更品が頻繁に提案されるのである。 

以上のことを図で示すと、【図表④】のようになる。 

 

 

仮説３：飲料メーカーによる製品の発売や終売の判断に小売流通の取り扱い意思が大き

く影響している（小売流通の棚割に入ることが優先される） 

仮説１：小売流通は、飲料カテゴリーについてはブランドを育成するという意識は希薄

で、短期的な評価によって（一部の定番商品を除き）頻繁に商品を入れ替えようとして

いる。 

仮説２：飲料メーカーはブランドの育成を志向し、長期的な視野でその実績を評価しよ

うとしている。 
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次章では、仮説を検証するために実施したアンケートとその結果について記述する。 

【図表④】仮説：飲料業界でブランド変更が起こる背景 

＜仮説３＞  
飲料メーカーによる製品の発売や終売の判断に小売流通の取り扱

い意思が大きく影響している（小売流通の棚割に入ることが優先

される） 

飲料メーカーは時間・コスト負担の小さいブランド変更品を提案する 

飲料メーカーは、自らが販売不振と判断する前に 

小売流通に取り扱いをカットさせられる 

新製品の開発に時間とコストがかかる 

＜仮説１＞  
小売流通は、ブランドの育成意識

は希薄で短期的な視野で頻繁に

商品を入れ替える 

＜仮説２＞  
飲料メーカーは、ブランドの育成

を志向し長期的な視野で評価し

ようとする  

ギャップ 

＜先行研究＞小売流通が支配力を持っている  

＜業界の特徴＞新製品がヒットする確率が低い 
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第４章．仮説の検証（調査結果） 

 

前章で掲げた仮説を検証するために、メーカー、小売流通双方に対して、ブランドの育

成と変更をどのようにとらえているかを確認するアンケート調査を行った。小売流通はス

ーパー（ＳＭ、ＧＭＳ）およびＣＶＳを対象にし※11、メーカーはドライ飲料メーカーを対

象にして※12、それぞれの立場で同様の主旨を聞くアンケート調査を行い、その結果を対比、

分析した。 

 

１．調査概要 

 

小売流通に対しては、スーパー、ＣＶＳのバイヤーを対象に同内容のアンケートを郵送

で配布し調査を行った。調査項目は、棚割の現状（棚割変更の頻度、棚割ごとにカットす

る商品の割合、新商品・リニューアル品の提案数、新商品・リニューアル品の寿命等）を

聞くものと、棚割の考え方（定番継続とカットの判断基準、新商品・リニューアル品の導

入方針、メーカーの商品開発に望むこと等）を聞くもので構成され、設問に対する回答か

らブランドをどのようにとらえているかを確認した※13。 

飲料メーカーに対しても、商品企画担当者を対象にブランドへの考え方を聞くためのア

ンケートを郵送で配布した。調査項目には、新商品・リニューアル品の開発の現状（発売

商品における新商品とリニューアル品の比率、発売後のリニューアル状況等）を聞くもの

や、新商品・リニューアル品の開発方針（商品企画時に重視すること、小売流通の商品導

入に対する意見等）を聞くものがある。※14。 

小売流通からは合計 52 社（スーパー28 社、ＣＶＳ24 社）、飲料メーカーからは７社の

回答を得た。以下、それぞれのアンケート結果を記す※15。 

 

２．小売流通側のアンケート結果 

 

まず、棚割状況についてはＣＶＳが平均 2.98 ヶ月ごと、スーパーが平均 4.96 ヶ月ごと

に棚割の見直しを行っている。ＣＶＳでは毎週棚割を見直す企業もある（２社）が、全体

52 社の中では６ヶ月ごとに棚割を行う企業が半数（26 社）に及び最も多い。棚割時には、

ＣＶＳでは 48.21％もの商品が、スーパーでは 23.21％の商品がカットされる。ＣＶＳは棚

割の見直しも頻繁なうえ、カットされる商品も多数に及んでいると言える。棚割時以外に

も、ＣＶＳの９割以上、スーパーの７割以上が販売不振の商品を随時カットしているとい

う現状が把握できた。 

そして、メーカーから提案される商品は年間でおよそ 300 アイテムにも及ぶ（ＣＶＳで

平均 307.33 アイテム、スーパーで平均 299.85 アイテム）。そのうちリニューアル品が３割

程度含まれ（ＣＶＳで 24.71％、スーパーで 35.00％）、さらにその中の約３割がブランド・

ネームを変更した商品（ＣＶＳで 28.58％、スーパーで 30.47％）である。しかし、発売さ

れた商品が１年後に棚割に残っている割合は２割にも満たない（ＣＶＳで 14.04％、スー

パーで 16.43％）。一方で発売後５年以上継続して取り扱われているブランドがＣＶＳの棚
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割の 28.22％、スーパーの 46.79％を占めている。一部のロングセラー商品を除き、頻繁に

商品が入れ替えられていることが分かる。 

次に商品の取り扱いやカットに関する方針を確認した結果を記す。まず取扱商品の継続

あるいはカットの判断基準としては、ＣＶＳ、スーパーともに販売数量を極めて重視する

結果が出た。販売数量が基準よりも下回るアイテムはカットにすると回答した企業はスー

パー、ＣＶＳ合計 52 企業のうち、ほぼ全ての企業が当てはまる（36 企業）、やや当てはま

る（14 企業）と回答した。また、長期にわたり定番を維持するブランドに対しては、その

安定的な売上を強く評価している（52 社のうち 22 社が当てはまる、25 社がやや当てはま

ると回答）。 

新商品やリニューアル品の採用基準については、ＣＶＳ、スーパーともに自社の顧客ニ

ーズに合致するものを重視する（52 社のうち 29 社が当てはまる、21 社がやや当てはまる

と回答）とともに、これまでに無い特徴の商品を期待する結果（52 社のうち 25 社が当て

はまる、22 社がやや当てはまると回答）が出た。 

メーカーに求める商品開発の方向性についても、これまでに無い特徴の商品（52 社のう

ち 32 社が当てはまる、16 社がやや当てはまると回答）や、利益単価の高い商品（52 社の

うち 30 社が当てはまる、16 社がやや当てはまると回答）を望んでいる。差別化ポイント

がしっかりしている商品は値崩れがしにくく、利益をしっかり確保できるという考えがあ

るようだ。その一方で、商品の提案数に対する期待は低く（52 社のうち５社が当てはまる、

15 社がやや当てはまると回答）、提案の量よりも質を重視する傾向にある。 

最後にブランド変更とブランド育成に対する考えを確認した結果を記す。ブランド・ネ

ームのみの変更は歓迎しない傾向（52 社のうち 24 社が当てはまる、15 社がやや当てはま

ると回答）、安易なリニューアルよりもブランドは育成すべきであると考える傾向（同じく

15 社が当てはまる、20 社がやや当てはまると回答）が確認された。そして、メーカーのブ

ランドリニューアルの理由に納得できるものが少ないという考えもあり（同じく６社が当

てはまる、22 社がやや当てはまると回答）、ブランド変更に対しては否定的な見解が目立

った。 

 

３．メーカー側のアンケート結果 

 

飲料メーカーが商品を流通させる上で、注力しているチャネルはＣＶＳ、スーパー（Ｓ

Ｍ、ＧＭＳ）に集中した。そして商品企画に際しては、販売数量が多く見込める商品（７

社のうち１社が当てはまる、５社がやや当てはまると回答）、価格競争に巻き込まれない商

品（同じく１社が当てはまる、４社がやや当てはまると回答）よりも、これまでにない特

徴を持つ商品を開発しようという狙いが強く（同じく５社が当てはまる、２社がやや当て

はまると回答）、これは流通も大きく期待するポイントである。また、消費者ニーズを踏ま

えて開発する（同じく３社が当てはまる、３社がやや当てはまる）とともに、小売のニー

ズを踏まえて開発する（同じく５社がやや当てはまると回答）という結果も出ている。 

リニューアルに際しては、差別化を強化するため（７社のうち４社が当てはまる、３社

がやや当てはまると回答）と、消費者ニーズの対応強化（同じく１社が当てはまる、５社

がやや当てはまると回答）という狙いがある。また、販売不振のために実施（同じく５社
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がやや当てはまると回答）、小売店の棚割を意識して実施（同じく４社がやや当てはまると

回答）という考えもある。リニューアルについても、消費者と小売流通双方への対応を意

識しているようだ。 

小売流通からは、これまでに無い特徴の商品開発（７社のうち４社が当てはまる、３社

がやや当てはまると回答）とともに、商品提案の質の向上（同じく３社が当てはまる、３

社がやや当てはまると回答）も期待される一方で、商品提案を常に求められる（同じく２

社が当てはまる、５社がやや当てはまると回答）という現実があるようだ。そして、自ら

が売れ行きを判断する前に小売流通から取り扱いをカットされる（同じく２社が当てはま

る、３社がやや当てはまると回答）ため、自社の別商品を導入してもらうよう要請する（同

じく１社が当てはまる、４社がやや当てはまると回答）ことにつながっているようだ。従

って飲料メーカーは、小売流通に対してもっと商品を育成して欲しい（同じく１社が当て

はまる、６社がやや当てはまると回答）という考えを持っていると考えられる。 

ブランド変更については、定番をカットされた商品の中身をあまり変えずにブランド名

のみの変更で導入されるケースは少なく（７社のうち１社が当てはまらない、５社があま

り当てはまらないと回答）、これは前述の流通側の否定的な反応を反映するものであるとい

える。 

 

４．小売流通の意識に関する回帰分析結果 

 

さらに小売流通のアンケート結果から、商品取り扱いに関する意識や方針を説明するい

くつかの要因の説明力を検証し、小売流通のどのような意識がメーカーの商品開発に影響

を与えているのかを考察した。 

まず小売流通全体（スーパー、ＣＶＳ）について、棚割や商品取り扱いの方針を回帰分

析で確認した結果を示す。【図表⑤】は、メーカーに要望する事項が棚割の見直し頻度にど

の程度影響を与えているかを確認したものである。まず、これまでに無い特徴の商品に期

待すればするほど、棚割を見直す期間が短くなっていることが分かる。また、広告投下の

強化、自社オリジナルブランドの開発に対する要望の強さも棚割期間を短くする要因とな

っているようだ。一方で、利益単価の高い商品への要望の強さは棚割見直し期間を長くす

る方に影響を与えていると言える（いずれも５％水準で有意）。 

次に【図表⑥】は、ブランド変更への評価と意識が随時商品をカットする方針に影響を

与えているかを検証した結果である。こちらは、メーカーのリニューアルに納得できない

という意識の強さ、また安易なリニューアルよりもブランドを育成すべきという意識の強

さが既存品育成への注力度合いに影響を与えているという結果が出た（いずれも５％水準

で有意）。 
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次に、小売流通の業態ごとに回帰分析をした結果を示す。 

スーパーについてはまず【図表⑦】より、メーカーのリニューアルに納得できるものが

少ないという意識、頻繁にリニューアルすべきという考えが強いほど、棚割を見直す期間

が短くなる傾向が確認できた。また、安易なリニューアルよりもブランドは育成すべきと

いう考えが強いほど、棚割を見直す期間を長くする影響が出ている（いずれも５％水準で

有意）。次に【図表⑧】は、スーパーが新商品およびリニューアル品の提案数増加を求める

意識に、新商品・リニューアル品の採用基準がどのように影響を与えているかを確認した

ものである。これまでに無い特徴を持つ商品を採用しようという意識の強さが、商品の提

【図表⑤】メーカーへの要望の強さが棚割見直し頻度に与える影響 
■従属変数：棚割見直し頻度（0.25 ヶ月ごと～６ヵ月ごと）  

■独立変数：メーカーへの要望事項（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

独立変数  回帰係数  標準回帰係数  ｔ値  

商品の提案数増加  0.232 0.117 0.819 

これまでに無い特徴の商品の開発  1.796 0.539 3.240** 

高利益商品の開発  -1.615 -0.528 -2.456** 

低価格商品の開発  8.584E-02 0.039 0.284 

店頭販促の充実  -0.479 -0.233 -1.518 

広告の充実  0.825 0.394 2.160** 

自社オリジナルブランドの開発  0.461 0.292 2.237** 

Ｒ２乗  0.324 

Ｆ値  2.942 

 

**：５％水準で有意  

【図表⑥】ブランド変更への評価と意識が既存品の育成方針に与える影響 
■従属変数：既存品の育成に注力している（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

■独立変数：ブランド変更についての評価と意識（１：当てはまる～５：当てはまらない）  
独立変数  回帰係数  標準回帰係数  ｔ値  

カット対象アイテムでもリニューアルもするのであれ

ば定番に残す  
4.693E-02 0.051 0.341 

一度カットした商品はブランド変更しないと導入しな

い  
4.612E-02 0.059 0.412 

メーカーのリニューアルに納得できるものが少ない  0.293 0.306 2.195** 
ブランド・ネームのみのリニューアルはして欲しくない 9.286E-02 0.119 0.897 
新商品より既存品の良いところをいかしたリニューア

ル品を提案して欲しい  
0.174 0.188 1.278 

ブランドの鮮度が低下する前に頻繁にリニューアルす

べきだ  
3.101E-02 -0.036 -0.255 

安易なリニューアルはせずブランドを育成すべきだ  0.328 0.320 2.333** 
Ｒ２乗  0.251 

Ｆ値  2.108 

 

**：５％水準で有意  
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案数をさらに求めようとすることに影響を与えていることが分かる（５％水準で有意）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＣＶＳについては、【図表⑨】および【図表⑩】で説明する。まず【図表⑨】は、ブラ

ンド変更への評価と意識が随時商品をカットする方針に与える影響を検証した結果である。

メーカーのリニューアルに納得できるものが少ないという考え、新商品よりも既存品の良

いところを受け継ぐリニューアルをすべきという考えの強さが随時取扱商品をカットする

という意識の強さに影響を与えている（いずれも５％水準で有意）。そして【図表⑩】は、

ブランド変更への評価と意識がメーカーに対する商品提案数への要望に与える影響を検証

した結果である。これによると、ブランドを育成すべきという考えが弱いほどメーカーに

【図表⑧】商品の採用方針が商品提案数の増加要望に与える影響 
■従属変数：商品の提案数を増やして欲しい（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

■独立変数：新商品・リニューアル品の導入基準（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

独立変数  回帰係数  標準回帰係数  ｔ値  

これまでに無い特徴を持つ  0.811 0.648 2.745** 

低価格であること  -7.933E-02 -0.060 -0.331 

高価格であること  -0.299 -0.227 -1.130 

店頭販促が充実している  6.862E-02 0.053 0.200 

広告が充実している  0.254 0.226 0.815 

自社顧客ニーズに合致している  -0.363 -0.169 -0.664 

Ｒ２乗  0.323 

Ｆ値  1.669 

 

**：５％水準で有意  

【図表⑦】ブランド変更への評価と意識が棚割見直し頻度に与える影響 
■従属変数：棚割見直し頻度（0.25 ヶ月ごと～６ヵ月ごと）  

■独立変数：ブランド変更についての評価と意識（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

独立変数  回帰係数  標準回帰係数  ｔ値  
カット対象アイテムでもリニューアルもするのであれ

ば定番に残す  
-0.356 -0.161 -0.900 

一度カットした商品はブランド変更しないと導入しな

い  
2.566E-02 0.019 0.108 

メーカーのリニューアルに納得できるものが少ない  0.625 0.350 2.137** 
ブランド・ネームのみのリニューアルはして欲しくない 8.111E-02 0.054 0.327 
新商品より既存品の良いところをいかしたリニューア

ル品を提案して欲しい  
-0.193 -0.117 -0.594 

ブランドの鮮度が低下する前に頻繁にリニューアルす

べきだ  
0.752 0.417 2.284** 

安易なリニューアルはせずブランドを育成すべきだ  -0.855 -0.436 -2.476** 
Ｒ２乗  0.486 

Ｆ値  2.706 

 

**：５％水準で有意  
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商品提案数を求めるようだ（５％水準で有意）。また参考値ではあるが、ブランド・ネーム

のみのリニューアルに否定的な考えが強いほどメーカーに商品提案数を求めない（10％水

準で有意）傾向がある一方で、一度カットした商品はブランド名の変更が導入の条件であ

るという考えが強いほど、メーカーに商品提案数を求める（10％水準で有意）傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表⑨】 
ブランド変更への評価と意識が随時商品をカットする方針に与える影響 

■従属変数：棚割に関わらず随時商品をカットしている（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

■独立変数：ブランド変更についての評価と意識（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

独立変数  回帰係数  標準回帰係数  ｔ値  
カット対象アイテムでもリニューアルもするのであれ

ば定番に残す  
-0.215 -0.240 -0.859 

一度カットした商品はブランド変更しないと導入しな

い  
-8.448E-02 -0.090 -0.371 

メーカーのリニューアルに納得できるものが少ない  0.688 0.626 2.442** 
ブランド・ネームのみのリニューアルはして欲しくない 7.486E-04 0.001 0.004 
新商品より既存品の良いところをいかしたリニューア

ル品を提案して欲しい  
-0.773 -0.681 -2.741** 

ブランドの鮮度が低下する前に頻繁にリニューアルす

べきだ  
0.151 0.163 0.662 

安易なリニューアルはせずブランドを育成すべきだ  0.306 0.264 1.189 
Ｒ２乗  0.136 

Ｆ値  1.518 

 

**：５％水準で有意  

【図表⑩】 
ブランド変更への評価と意識が商品提案数の増加要望に与える影響 

■従属変数：商品の提案数を増やして欲しい（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

■独立変数：ブランド変更についての評価と意識（１：当てはまる～５：当てはまらない）  

独立変数  回帰係数  標準回帰係数  ｔ値  
カット対象アイテムでもリニューアルもするのであれ

ば定番に残す  
0.319 0.347 1.385 

一度カットした商品はブランド変更しないと導入しな

い  
0.371 0.380 1.770 

メーカーのリニューアルに納得できるものが少ない  -8.530E-02 -0.077 -0.330 
ブランド・ネームのみのリニューアルはして欲しくない -0.314 -0.354 -1.861 
新商品より既存品の良いところをいかしたリニューア

ル品を提案して欲しい  
-0.194 -0.171 -0.750 

ブランドの鮮度が低下する前に頻繁にリニューアルす

べきだ  
-0.336 -0.335 -1.575 

安易なリニューアルはせずブランドを育成すべきだ  -0.600 -0.497 -2.404** 
Ｒ２乗  0.306 

Ｆ値  2.387 

 

**：５％水準で有意  



 35

第５章．結果の考察 

 

アンケートの集計結果より、小売流通（スーパー、ＣＶＳ）は「これまでに無い特徴の

商品」や「利益単価の高い商品」を期待しつつも、評価にあたっては販売数量を重視して

いる。そして棚割の見直しを頻繁に行い、その際には一部のロングセラーブランドを除き

多くの商品がわずかな販売期間でカットされるという傾向が見受けられた。 

そして棚割の見直しを頻繁に行う背景には、「これまでに無い特徴の商品」に対する期

待と、飲料メーカーのリニューアルに対する否定的な意識があることが回帰分析の結果か

ら考察できた。特にスーパーについては「これまでに無い特徴の商品」に対する期待が、

メーカーに商品提案数を多く求める結果につながることと、ＣＶＳについてはメーカーに

商品提案数を多く求める背景にブランドを育成するという意識の希薄さがあることも分か

った。また、棚割の変更が特に頻繁なＣＶＳについては、棚割時以外にも随時商品の入れ

替え（カット）を行う背景にメーカーのリニューアルに対する否定的な意識もあることが

分かった。つまり、小売流通はメーカーに新たな特徴を持つ商品提案をまず期待しており、

リニューアルは期待していない。このような意識が強い流通ほど頻繁に定番棚の入れ替え

を行っているようである。 

一方、飲料メーカーは商品を流通させる上でＣＶＳ、スーパーに注力しており、そのニ

ーズも踏まえて商品開発を行おうとする意識がある。その小売流通からは「これまでに無

い特徴の商品」と、「商品提案の質の向上」を期待されていることも理解しているが、常に

商品提案を求められている。その理由は、小売流通による頻繁なカットである。「これまで

に無い特徴の商品」が発売されたとしても、そのヒット率が低い業界においては育成を志

向するメーカーの意図に反して小売流通から突然取り扱いをカットされてしまうことがあ

る。その時に代替品の提案機会が発生するが、開発期間が短い中でその都度「これまでに

無い特徴の商品」を提案することは困難である。従って新商品の開発負担が増加するとと

もに、名称変更品に代表されるブランド変更品というリニューアルの提案が増加する。し

かし、これらリニューアル品に対する小売流通の評価は低く、棚割の頻度は向上し、また

新たな商品提案を求められるという悪循環に陥ると考えられる。 

これらをまとめると【図表⑪】のようになる。飲料メーカーと小売流通には、これまで

に無い（新たな）特徴を持つ商品を開発し消費者需要を刺激したいという共通の思いがあ

る。しかし、流通はこの思いが常に新商品を期待する意識に向いているため、メーカーは

小売流通に商品を育成して欲しいと考えつつも自らが判断する前に商品のカットを宣告さ

れ、また商品の開発に追われるという流れになっている。 
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以上により、仮説１から仮説３についてはアンケート結果およびその分析によって検証

され、その関係性を示すことができた。 

【図表⑪】仮説の検証結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※図中の実線は、市場データとアンケート結果およびその分析によって確認できた結果を示す。点線

は結果の分析に基づいて推測した事項を表す。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

メーカー 

小売流通 

これまでに無い特徴の

商品への期待 
メーカーのリニューア

ルに対する否定的評価  

棚割の頻度向上 
メーカーに要望する商品

数の増加 
棚割以外にも商品を随

時カット 

スーパー  
（５％水準で有意） 

ＣＶＳ  
（５％水準で有意）

共通  
（５％水準で有意）

自ら判断する前

に流通に商品を

カットされる 

これまでに無い特徴の商品を開発しようとする意識 

小売流通に商品

を育成して欲し

いという要望 

リニューアルの

提案増加 
新商品開発の負

担増加 

商品のヒット率の

低さ 

仮説２  

仮説１  

仮説３  
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終章．結論とまとめ 

 

１．本研究の成果 

 

本研究は、ブランドが短命に終わる傾向が強い飲料業界をケースとして、ブランド・マ

ネジメントの難しさをブランド変更という切り口をもとに論じた。 

冒頭で述べたとおり、国内飲料市場においては新商品やリニューアル品が次々に提案さ

れては消えていくことが常態化している。そしてこの背景には、ブランドを世に広める役

割を担う小売流通の取り扱い方針が少なからず影響しているということが仮説として導か

れた。メーカーと小売流通のチャネル・リーダー争いの中で、「ブランド力」や「差別性」

がメーカーのパワー資源となり得るが、これが日本の市場ではあまり有効に機能しない傾

向にある。小売流通によってブランドが確立する前に棚割から外されてしまうことが多い

ためだ。 

小売流通が頻繁に定番棚の商品を入れ替えるのは、日本の消費者特有の買い物行動に対

応するためである。小売流通にとって、消費者の購買機会が多く嗜好の変化が激しい飲料

カテゴリーは、ブランドを育成するよりも頻繁に入れ替えを行うことで売場の鮮度を維持

することの方が重要である。特に来店頻度が高いＣＶＳに関しては、本研究における調査

結果からブランドを育成すべきという意識が希薄であるほど、メーカーに対して商品提案

数を求めるという構図が明らかにされた。 

メーカーにとって小売流通はブランド育成の場ではなくなってきた。かつての小売流通

においては、メーカーが創造したブランドが長期にわたって自然に育成されていた。育成

するか撤退するかはメーカーが判断していたが、今日は小売流通の意思のもと、短期間で

売れる商品とそうでない商品が判断され、メーカーの意思に反して商品がカットされてし

まうことも度々起こっている。 

このような状況では、メーカーにとって商品を開発するリスク負担は大きい。メーカー

は自らのパワー資源となり得る差別化ポイントが豊富な「これまでに無い特徴を持つ商品」

の開発を志向し、小売流通もそれを求めていることは調査結果から把握できた。しかし、

そのような狙いのもとに商品が発売されたとしても、それが市場に定着するだけの十分な

時間は与えられずヒット商品として生き残る商品はごくわずかとなっている。このように

「ブランドの基本戦略」における「ブランド強化」が困難な状況に陥った場合、同じカテ

ゴリーで商品を提案する手段が「ブランド変更」である。 

リニューアル品は、名称変更を含むブランド変更の結果である。小売流通に頻繁に商品

提案を求められる状況においては、低リスクと低コストというメリットをもつリニューア

ル品の存在は大きく、調査結果からも小売流通に提案される商品に３割程度リニューアル

品が含まれていることが確認できた。だが、これに対する小売流通の評価は概ね否定的で

あった。それは新たな商品特徴を持つ新商品への期待の裏返しであると推測される。 

しかし、ブランド変更は完全に否定されているわけではない。既存品の良いところを受

け継ぐようなリニューアル、進化するためのリニューアルに対して小売流通は肯定的な評

価をしている。ブランド変更の仕方が問題になっているようだ。 
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これまで論じてきた通り、ブランド変更は慎重に行われるべきものである。ブランドの

目標は長期にわたって使用可能な、価値あるアイデンティティを確立することにある。従

って、ブランド変更を行う際にも、既存のブランド・アイデンティティの根底にある価値

を放棄せずに、進化あるいは拡大のための基礎として使用すべきである。つまり、どのよ

うに既存品のアイデンティティを強化しながら変更するかがポイントになる。 

小売流通もロングセラーブランドを必要としていることが、調査結果からも把握するこ

とができた。ブランドの育成を小売流通に受け入れられるように行うためにも、ブランド

要素あるいはブランド価値のいかすべきポイントと変更すべきポイントをしっかりと把握

することが重要である。 

本研究は、新たな視点に基づきブランド変更が必要になる状況を論じた。先行研究にお

いては、ブランド・アイデンティティや実施方法が貧弱な場合や、既存のアイデンティテ

ィや実施方法が効力を失った場合など、マネジメント側が自らのマーケティング活動の結

果を評価した後に行われるものとしてブランド変更は位置づけられていた。本研究は、自

らの評価に基づいてブランド変更を実施できないとしてもブランド変更は有効である新た

な状況を加えた。つまり、流通側がチャネル支配力を持っており、頻繁に商品が入れ替え

られるとともに常に商品提案が必要である状況においては、ブランド変更は開発コスト負

担とリスク負担の軽減という意味を持っている。チャネル対策の手段としてブランド変更

の必要性を示すことができたことが本研究の成果である。 

 

２．今後の課題 

 

本研究は、ブランド変更について小売流通と飲料メーカー双方に対するアンケート調査

を行い、ブランド変更が必要になる新たな状況を示すことができた。 

しかし、回答企業が限られていることとアンケート項目が限定されていることで、その

解明は部分的なものに留まった。特に、飲料メーカーについては、市場の 98％を占め、多

くのブランドを取り扱う総合飲料メーカーのみにアンケート対象企業を限定したため、傾

向をつかむことも困難であった。ブランド変更の背景にある飲料メーカーの意識など、詳

細な分析を行うことができなかったほか、ブランド変更の有効な手法についても具体的な

結論を導き出すには至っていない。これらを解明するためには、更なる調査、分析が必要

であろう。 

また、本研究はマネジメント側（メーカー）のチャネル支配力が弱く、小売流通がチャ

ネル・リーダーになっている市場において、開発コストとリスクの軽減のためにブランド

変更品の提案が有効な解決策となり得るという新たな論点を得たが、これは飲料業界での

み確認した結果である。同じような特徴を持つ他業界においてこのような実証研究が行わ

れることが今後望まれるところである。 
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別添資料：調査結果数表 

 

１．小売流通側のアンケート結果 

 

１．１．回答企業の業態（設問【１－①】より） 
 

全体 ５２社 
スーパーマーケット（ＳＭ・ＧＭＳ） ２８社 
コンビニエンス・ストア（ＣＶＳ） ２４社 

 

１．２．店舗数（設問【１－②】より） 
 

～３０店舗 １８社 
３１～５０店舗 ３社 
５１～１００店舗 ５社 

ＳＭ・ＧＭＳ 

１０１店舗～ ２社 
～３０店舗 ２社 

３１～５０店舗 ３社 
５１～１００店舗 ５社 
１０１～２００店舗 ４社 
２０１～５００店舗 ５社 
５０１～１０００店舗 ０社 

ＣＶＳ 

１００１店舗～ ５社 
 

１．３．棚割りの見直し状況～何ヶ月ごとに見直すか～（設問【２－①】より） 
 

１カ月ごと ２社 
３ヶ月ごと ５社 
４ヵ月ごと ２社 

ＳＭ・ＧＭＳ 

６ヶ月ごと １９社 
～１カ月ごと ２社 
１カ月ごと ８社 
３ヶ月ごと ７社 

ＣＶＳ 

６ヶ月ごと ７社 
 

１．４．棚割り時における定番継続とカットの比率（設問【２－②】より） 
 

全体平均 定番継続：65.25％ カット：34.75％ 
ＳＭ・ＧＭＳ平均 定番継続：76.79％ カット：23.21％ 
ＣＶＳ平均 定番継続：51.79％ カット：48.21％ 

 

１．５．一年間に案内される新商品・リニューアル品のアイテム数（設問【２－③】より） 
 

全体平均 303.37 アイテム 
ＳＭ・ＧＭＳ平均 299.85 アイテム 
ＣＶＳ平均 307.33 アイテム 

 

１．６．案内される商品における新商品とリニューアル品の比率（設問【２－④】より） 
 

全体平均 新商品：69.94％ リニューアル品：30.06％ 
ＳＭ・ＧＭＳ平均 新商品：65.00％ リニューアル品：35.00％ 
ＣＶＳ平均 新商品：75.29％ リニューアル品：24.71％ 

 
※リニューアル品における名称変更とその他の変更（品質変更・パッケージ変更等）の割合 

全体平均 名称変更：30.31％ その他の変更：69.69％ 
ＳＭ・ＧＭＳ平均 名称変更：28.58％ その他の変更：71.42％ 
ＣＶＳ平均 名称変更：30.47％ その他の変更：69.53％ 

 

１．７．新商品の一年後の生存率～定番に残っている割合～（設問【２－⑤】より） 
 

全体平均 15.33％ 
ＳＭ・ＧＭＳ平均 16.43％ 
ＣＶＳ平均 14.04％ 
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１．８．五年以上継続して取り扱っている商品の割合（設問【２－⑥】より） 
 

全体平均 38.41％ 
ＳＭ・ＧＭＳ平均 46.79％ 
ＣＶＳ平均 28.22％ 

 

１．９．定番継続とカットの判断基準（設問【３－①】より） 
 

 全体 ＳＭ・ＧＭＳ ＣＶＳ 
販売数量 当てはまる     ：３６

やや当てはまる   ：１４
どちらとも言えない ： １
あまり当てはまらない： １
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：２０
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： ０
あまり当てはまらない： １
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１６
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： １
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

利益単価 当てはまる     ： ８
やや当てはまる   ：１５
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない：１５
当てはまらない   ： ５

当てはまる     ： ６
やや当てはまる   ： ８
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： ７
当てはまらない   ： ３

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： ５
あまり当てはまらない： ８
当てはまらない   ： ２

店頭販促 当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない：１３
当てはまらない   ：１８

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ４
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ８

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ： ５
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ：１０

広告 当てはまる     ：１５
やや当てはまる   ：１８
どちらとも言えない ：１０
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： ３

当てはまる     ：１０
やや当てはまる   ：１０
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ５
やや当てはまる   ： ８
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： ３

価格対応 当てはまる     ： ４
やや当てはまる   ：１３
どちらとも言えない ：１７
あまり当てはまらない：１２
当てはまらない   ： ６

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ：１０
どちらとも言えない ： ８
あまり当てはまらない： ７
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ５
当てはまらない   ： ６

 

１．１０．新商品・リニューアル品の導入基準（設問【３－②】より） 
 

 全体 ＳＭ・ＧＭＳ ＣＶＳ 
これまでに無い
特徴 

当てはまる     ：２５
やや当てはまる   ：２２
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： １

当てはまる     ：１１
やや当てはまる   ：１４
どちらとも言えない ： ２
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： １

当てはまる     ：１４
やや当てはまる   ： ８
どちらとも言えない ： ２
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

低価格 当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ：１９
あまり当てはまらない：２３
当てはまらない   ： ６

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ２
どちらとも言えない ：１０
あまり当てはまらない：１４
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： １
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ５

高価格 当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ６
どちらとも言えない ：２６
あまり当てはまらない：１３
当てはまらない   ： ７

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ：１４
あまり当てはまらない： ８
当てはまらない   ： ３

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ：１２
あまり当てはまらない： ５
当てはまらない   ： ４

販促計画 当てはまる     ：１０
やや当てはまる   ：３０
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ３
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ５
やや当てはまる   ：１７
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： ３
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ５
やや当てはまる   ：１３
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

広告計画 当てはまる     ：２２
やや当てはまる   ：２３
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： ３
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１５
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ： １
あまり当てはまらない： ３
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ７
やや当てはまる   ：１４
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

顧客ニーズ 当てはまる     ：２９
やや当てはまる   ：２１
どちらとも言えない ： ２
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１４
やや当てはまる   ：１４
どちらとも言えない ： ０
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１５
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： ２
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０
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１．１１．ブランド変更についての評価と意識（設問【３－①】他より） 
 
 全体 ＳＭ・ＧＭＳ ＣＶＳ 
カット対象でも
リニューアルす
るのならば定番
に残す 

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ４
どちらとも言えない ：２４
あまり当てはまらない：１１
当てはまらない   ：１３

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： １
どちらとも言えない ：１５
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ３

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ：１０

一度カットした
商品はブランド
変更しないと導
入しない 

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ： ４
どちらとも言えない ：１３
あまり当てはまらない：１８
当てはまらない   ：１４

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ２
どちらとも言えない ： ７
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ８

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ２
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ６

メーカーのリニ
ューアルに納得
できるものが少
ない 

当てはまる     ： ６
やや当てはまる   ：２２
どちらとも言えない ：１７
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ：１４
どちらとも言えない ： ８
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ： ８
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： ０

ブランド名のみ
の変更はして欲
しくない 

当てはまる     ：２４
やや当てはまる   ：１５
どちらとも言えない ： ７
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： ２

当てはまる     ：１５
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： ２
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ９
やや当てはまる   ： ８
どちらとも言えない ： ５
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ２

既存品の良いと
ころを受け継ぐ
リニューアル品
が良い 

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ：１３
どちらとも言えない ：２１
あまり当てはまらない：１３
当てはまらない   ： ２

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ６
どちらとも言えない ：１０
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： １

ブランドの鮮度
が下がる前に頻
繁にリニューア
ルすべき 

当てはまる     ： ５
やや当てはまる   ：１５
どちらとも言えない ：１９
あまり当てはまらない：１１
当てはまらない   ： ２

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない： ５
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ６
どちらとも言えない ： ８
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： ２

 

１．１２．ブランド強化（育成）についての評価と意識（設問【３－③】他より） 
 

 全体 ＳＭ・ＧＭＳ ＣＶＳ 
ロングセラーブ
ランドは高利益 

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ５
どちらとも言えない ：２３
あまり当てはまらない：１４
当てはまらない   ： ８

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： ７

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ２
どちらとも言えない ：１２
あまり当てはまらない： ８
当てはまらない   ： １

ロングセラーブ
ランドは安定的
売上 

当てはまる     ：２２
やや当てはまる   ：２５
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１２
やや当てはまる   ：１４
どちらとも言えない ： ２
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１０
やや当てはまる   ：１１
どちらとも言えない ： １
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： ０

ロングセラーブ
ランドはリニュ
ーアルすべきで
ない 

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ：１９
あまり当てはまらない：１５
当てはまらない   ：１５

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： ２
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ８

当てはまる     ： ０
やや当てはまる   ： １
どちらとも言えない ：１０
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： ７

ロングセラーブ
ランドもリニュ
ーアルすべき 

当てはまる     ：２０
やや当てはまる   ：２４
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： １
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： ９
やや当てはまる   ：１５
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： １

当てはまる     ：１１
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： １
当てはまらない   ： ０

定番品の育成に
注力 

当てはまる     ： ４
やや当てはまる   ：１７
どちらとも言えない ：２５
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： ２

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ：１１
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ６
どちらとも言えない ：１４
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： １

安易なリニュー
アルよりもブラ
ンドを育成すべ
き 

当てはまる     ：１５
やや当てはまる   ：２０
どちらとも言えない ：１５
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１０
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ： ９
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ５
やや当てはまる   ：１１
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： ０
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１．１３．メーカーに期待すること（設問【３－④】より） 

 
 全体 ＳＭ・ＧＭＳ ＣＶＳ 
商品の提案数増
加 

当てはまる     ： ５
やや当てはまる   ：１５
どちらとも言えない ：２２
あまり当てはまらない： ５
当てはまらない   ： ５

当てはまる     ： ４
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ：１０
あまり当てはまらない： ３
当てはまらない   ： ２

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ６
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない： ２
当てはまらない   ： ３

これまでに無い
特徴の商品 

当てはまる     ：３２
やや当てはまる   ：１６
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１５
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１７
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： ０
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

高利益商品の開
発 

当てはまる     ：３０
やや当てはまる   ：１６
どちらとも言えない ： ６
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１６
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ：１４
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ： ３
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： ０

低価格商品の開
発 

当てはまる     ： ２
やや当てはまる   ： ３
どちらとも言えない ：２３
あまり当てはまらない：１５
当てはまらない   ： ９

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： ２
どちらとも言えない ：１１
あまり当てはまらない： ９
当てはまらない   ： ５

当てはまる     ： １
やや当てはまる   ： １
どちらとも言えない ：１２
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： ４

店頭販促の充実 当てはまる     ：１０
やや当てはまる   ：１７
どちらとも言えない ：１８
あまり当てはまらない： ５
当てはまらない   ： ２

当てはまる     ： ６
やや当てはまる   ： ７
どちらとも言えない ：１０
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： ４
やや当てはまる   ：１０
どちらとも言えない ： ８
あまり当てはまらない： １
当てはまらない   ： １

広告の充実 当てはまる     ：１７
やや当てはまる   ：１８
どちらとも言えない ：１２
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： １

当てはまる     ： ９
やや当てはまる   ：１０
どちらとも言えない ： ５
あまり当てはまらない： ４
当てはまらない   ： ０

当てはまる     ： ８
やや当てはまる   ： ８
どちらとも言えない ： ７
あまり当てはまらない： ０
当てはまらない   ： １

自社オリジナル
ブランドの開発 

当てはまる     ： ９
やや当てはまる   ：１５
どちらとも言えない ：１２
あまり当てはまらない： ７
当てはまらない   ： ９

当てはまる     ： ３
やや当てはまる   ： ６
どちらとも言えない ： ８
あまり当てはまらない： ６
当てはまらない   ： ５

当てはまる     ： ６
やや当てはまる   ： ９
どちらとも言えない ： ４
あまり当てはまらない： １
当てはまらない   ： ４
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２．メーカー側のアンケート結果 

 

２．１．注力チャネル（設問【１－⑤】より） 

 

１位 ＣＶＳ（４社）、ＧＭＳ（２社）、その他（１社） 

２位 ＣＶＳ（２社）、ＧＭＳ（２社）、ＳＭ（２社）、ドラッグストア（１社） 

３位 ＳＭ（２社）、ＣＶＳ（１社）、ＧＭＳ（１社）、ディスカウントストア（１社）、ホームセ

ンター（１社）、その他（１社） 

 

２．２．新商品企画時の基準・意識（設問【２－①】より） 

 

これまでに無い特徴の商品を開発 当てはまる     ： ５ 

やや当てはまる   ： ２ 

どちらとも言えない ： ０ 

あまり当てはまらない： ０ 

当てはまらない   ： ０ 

販売数量が多く見込める商品を開発 当てはまる     ： １ 

やや当てはまる   ： ５ 

どちらとも言えない ： １ 

あまり当てはまらない： ０ 

当てはまらない   ： ０ 

利益単価の高い商品を開発 当てはまる     ： １ 

やや当てはまる   ： ２ 

どちらとも言えない ： ４ 

あまり当てはまらない： ０ 

当てはまらない   ： ０ 

価格対応が可能な商品の開発 当てはまる     ： ０ 

やや当てはまる   ： １ 

どちらとも言えない ： ４ 

あまり当てはまらない： ２ 

当てはまらない   ： ０ 

価格競争に巻き込まれない商品の開発 当てはまる     ： １ 

やや当てはまる   ： ４ 

どちらとも言えない ： ２ 

あまり当てはまらない： ０ 

当てはまらない   ： ０ 

 

競合メーカーの動向を見て商品を開発 当てはまる     ： ０ 

やや当てはまる   ： ２ 

どちらとも言えない ： ４ 

あまり当てはまらない： １ 

当てはまらない   ： ０ 

消費者のニーズを踏まえて商品を開発 当てはまる     ： ３ 

やや当てはまる   ： ３ 

どちらとも言えない ： １ 

あまり当てはまらない： ０ 

当てはまらない   ： ０ 

小売店のニーズを踏まえて商品を開発 当てはまる     ： ０ 

やや当てはまる   ： ５ 

どちらとも言えない ： ２ 

あまり当てはまらない： ０ 

当てはまらない   ： ０ 

卸店のニーズを踏まえて商品を開発 当てはまる     ： ０ 

やや当てはまる   ： ２ 

どちらとも言えない ： ３ 

あまり当てはまらない： １ 

当てはまらない   ： １ 
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２．３．リニューアル時の意識（設問【２－②】より） 

 
商品特徴の差別化強化のために実施 当てはまる     ： ４ 

やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： ０ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

コストダウンのために実施 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： ４ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

消費者ニーズへの対応強化のために実施 当てはまる     ： １ 
やや当てはまる   ： ５ 
どちらとも言えない ： １ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

小売店の棚割り時期を意識して実施 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ４ 
どちらとも言えない ： １ 
あまり当てはまらない： ２ 
当てはまらない   ： ０ 

販売不振のために実施 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ５ 
どちらとも言えない ： ０ 
あまり当てはまらない： ２ 
当てはまらない   ： ０ 

卸店の要請により実施 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： １ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： ２ 
当てはまらない   ： ２ 

小売店の定番に残るために実施 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ２ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： ３ 
当てはまらない   ： ０ 

 

２．４．ブランド強化（育成）についての評価と意識（設問【２－③】他より） 

 
ロングセラーブランドは高利益である 当てはまる     ： １ 

やや当てはまる   ： ４ 
どちらとも言えない ： １ 
あまり当てはまらない： １ 
当てはまらない   ： ０ 

ロングセラーブランドは安定的な売上がある 当てはまる     ： ２ 
やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

ロングセラーブランドはリニューアルすべきでない 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ２ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： ２ 
当てはまらない   ： １ 

ロングセラーブランドもリニューアルすべきだ 当てはまる     ： ４ 
やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： ０ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

自社が判断する前に小売流通からカットされることがある 当てはまる     ： ２ 
やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

小売流通はもっと既存品を育成して欲しい 当てはまる     ： １ 
やや当てはまる   ： ６ 
どちらとも言えない ： ０ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 
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２．５．小売流通から期待されること（設問【２－④】より） 

 
新商品・リニューアル品の提案が常に求められている 当てはまる     ： ２ 

やや当てはまる   ： ５ 
どちらとも言えない ： ０ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

新商品・リニューアル品の、提案の質の向上が求められている 当てはまる     ： ３ 
やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： １ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

これまでに無い特徴の商品の開発を求められている 当てはまる     ： ４ 
やや当てはまる   ： ３ 
どちらとも言えない ： ０ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

低価格の商品の開発を求められている 当てはまる     ： １ 
やや当てはまる   ： １ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： ２ 
当てはまらない   ： １ 

店頭販促の充実を求められている 当てはまる     ： １ 
やや当てはまる   ： １ 
どちらとも言えない ： ５ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

広告を投下することが商品導入の条件になっている 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ４ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： １ 
当てはまらない   ： ０ 

小売流通のオリジナルブランドの開発が求められている 当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ４ 
どちらとも言えない ： ３ 
あまり当てはまらない： ０ 
当てはまらない   ： ０ 

 

２．６．ブランド変更についての評価と意識（設問【２－④】他より） 

 
定番をカットされた商品は同じブランド名のままでは導入されない 当てはまる     ： １ 

やや当てはまる   ： １ 
どちらとも言えない ： ２ 
あまり当てはまらない： １ 
当てはまらない   ： ０ 

定番をカットされた商品の、中身をあまり変えずにブランド名のみ変え
て導入されることがある 

当てはまる     ： ０ 
やや当てはまる   ： ０ 
どちらとも言えない ： １ 
あまり当てはまらない： ５ 
当てはまらない   ： １ 
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【１】貴社についてお聞きします。 
 
【１－①】貴社の業態についてお聞きします。該当する項目に印をつけてください。（複数の業態にまたがる場合、

主に展開されている業態を選択ください。以下の設問については選択された業態に関してご回答ください） 
 
ＧＭＳ   スーパーマーケット  コンビニエンス・ストア  ディスカウントストア   

生協   ホームセンター  ドラッグストア  その他   

 

【１－②】現在の貴社店舗数をご記入ください。 
 

  店 

 
【２】ドライ飲料カテゴリーの棚割りの状況についてお聞きします。 
 

【２－①】ドライ飲料の定番棚の棚割りは、何ヶ月ごとに見直されていますか？（数値でご回答ください。１年以上の

場合、あるいは１ヶ月未満の場合は月に換算してご記入ください。） 

 

  ヶ月ごと 

 

【２－②】棚割りごとに、どのくらいの割合の商品をカットしますか？定番継続とカットの比率をご記入ください。（全

体を１００％として数値でご回答ください） 
 

定番継続        ％ 定番カット        ％ 

 

【２－③】１年間に案内されるドライ飲料の新商品およびリニューアル品（パッケージの変更等も含む）はどの程度あ

りますか？おおよそのアイテム数をご記入ください（数値でご回答ください） 
 

  アイテム 

 

【２－④】その中で、新商品・リニューアル品の比率を記入ください。リニューアル品については名称変更のものとそ

の他（品質変更、パッケージ変更等）に分けてお答えください（全体を１００％として数値でご回答ください） 
 

新商品       ％ リニューアル品      ％（名称変更：   ％、その他：   ％）

 

【２－⑤】新商品の中で発売１年後も定番として残る割合は全体の何％くらいですか？（数値でご回答ください） 
 

  ％ 

 

【２－⑥】現在お取り扱いの定番品の中で、ブランド名が変わらずに５年以上継続して扱っている商品は、全体の

何％くらいありますか？（数値でご回答ください。） 

 

  ％ 

 

【３】ドライ飲料カテゴリーの新商品・リニューアル品の導入方針についてお聞きします。 
 
【３－①】定番継続、あるいはカットについて、どのような基準で判断されていますか？それぞれの項目について当

てはまるものに印をつけてください。 

      

販売数量が一定の基準を下回る商品はカットの対象になる           

利益単価が一定の基準を下回る商品はカットの対象になる           

当てはまる          当てはまらない

アンケートシート（流通向け）
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店頭販促（ＰＯＰなど）が充実している商品は定番として残す           

テレビコマーシャルなど、広告されている商品は定番として残す           

価格対応（特売価格の設定）が頻繁に可能な商品は定番として残す           

カットの対象になっていても、リニューアルをするのであれば定番として残す      

棚割りの時期に関わらず随時販売不振の商品はカットしている      

 
【３－②】新商品およびリニューアル品の採用にあたって、どのようなことを重視されますか？それぞれの項目につい

て当てはまるものに印をつけてください。 
           

これまでにない特徴を持つ商品は導入するようにしている      

これまでよりも安い価格帯の商品を導入するようにしている      

これまでよりも高い価格帯の商品を導入するようにしている      

販促計画が充実している商品は導入するようにしている      

広告計画が充実している商品は導入するようにしている      

自社の顧客のニーズに合致すると思われる商品は導入するようにしている      

一度カットした商品は、ブランド名を変更しない限り導入しない      

メーカーがリニューアルを行う理由として納得できるものが少ない      

既存品の育成に注力している      

 
【３－③】同じブランドで長期にわたって定番を堅持する「ロングセラーブランド」について、どのようにお考えですか。

当てはまるものに印をつけてください。 
           

ロングセラーブランドは高利益である           

ロングセラーブランドは安定した売上が見込める           

ロングセラーブランドはリニューアルすべきでない      

ロングセラーブランドであっても進化するためのリニューアルは必要だ      

 

【３－④】今後メーカーに求める商品開発、提案の仕方についてご意見ございましたらお聞かせください。当てはま

るものに印をつけていただき、その他のご意見がございましたら、自由にご記入ください。 
 
           

新商品・リニューアル品の提案数を増やして欲しい      

これまでにない特徴を持つ商品を開発して欲しい      

利益単価の高い商品を開発して欲しい      

価格の安い商品を開発して欲しい      

店頭販促（ＰＯＰなど）に注力して欲しい      

広告をもっと投下して欲しい      

中身はほとんど変更せずブランドの名称だけを変えるリニューアルはして欲しくない      

類似品でも棚が活性化されるので歓迎している      

全くの新商品よりも既存品の良いところを受け継いだリニューアル品を提案して欲しい      

ブランドの鮮度が低下する前に頻繁にリニューアルを行うべきだ      

安易にリニューアルするのではなく、ブランドの育成に注力すべきだ      

自社のオリジナルブランドの開発をして欲しい      

 
 
 
 
 

当てはまる          当てはまらない

当てはまる          当てはまらない

当てはまる          当てはまらない

（その他ご記入欄） 
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【１】家庭用ドライ飲料カテゴリーの商品企画状況についてお聞きします。 
 

【１－①】貴社では新商品、リニューアル品含めて、１年間に何アイテムくらい発売されていますか？（数値でご回答

ください。容量違い、フレーバー違いなども１アイテムとしますが、ＪＡＮコード変更を伴わないような、消費者に知覚

されない程度のリニューアルは含みません。） 

 

  アイテム 

 

【１－②】このうち、新商品とリニューアル品の比率をご記入ください。リニューアル品については名称変更のものとそ

の他（品質変更、パッケージ変更等）に分けてお答えください（全体を１００％として数値でご回答ください） 
 

新商品        ％ リニューアル品        ％（名称変更：     ％、その他：     ％）

 

【１－③】新商品、リニューアル品を発売して１年後に、リニューアルせず販売を継続しているもの、リニューアルされ

るもの、終売するものの比率はどのようになっていますか？おおよその比率をご記入ください（全体を１００％として

数値でご回答ください） 
 

継続        ％ リニューアル         ％ 終売        ％

 
【１－④】現在販売している商品の中で、ブランド名を変更せずに５年以上継続して販売している商品は全体の

何％くらいありますか？（数値でご回答ください。パッケージデザイン等を変更していても、商品名が変わっていなけ

ればこれに当てはまります） 

 

  ％ 

 
【１－⑤】貴社の商品を流通させる上で、特に注力されている小売チャネルを以下の項目の中から順に３つ選択し

てください。（数値で回答ください。特に無い場合、３つ以下でも構いません） 
 
ＧＭＳ   スーパーマーケット  コンビニエンス・ストア  ディスカウントストア   

生協   ホームセンター  ドラッグストア  その他   

 

【２】ドライ飲料カテゴリーの小売流通への提案状況についてお聞きします。 
 
【２－①】貴社が新商品を企画される際に、どのようなことを重視されていますか？それぞれの項目について当ては

まるものに印をつけてください。 

 

           

これまでにない特徴を持つ商品を開発するようにしている      

販売数量が多く見込めそうな商品を開発するようにしている      

利益単価の高い商品を開発するようにしている      

価格対応ができる商品を開発するようにしている      

価格競争に巻き込まれない商品を開発するようにしている      

競合メーカーの動向を見て商品を開発している      

消費者ニーズを踏まえて商品を開発している      

小売店のニーズを踏まえて商品を開発している      

卸店のニーズを踏まえて商品を開発している      

 

当てはまる          当てはまらない

アンケートシート（メーカー向け） 
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【２－②】貴社が既存品をリニューアルする際に、どのようなことを意識されていますか？それぞれの項目について当

てはまるものに印をつけてください。 

           

商品特徴の差別化を強化する      

コストダウンを図る      

消費者ニーズにさらに対応するようにする      

小売店の棚割りのタイミングに合わせる      

既存品の販売動向が思わしくないためにリニューアルを行う      

卸店の要請によりリニューアルを行う      

小売店の定番に残るためにリニューアルを行う      

 

【２－③】同じブランドで長期にわたって定番を堅持する「ロングセラーブランド」の位置づけについて、当てはまるも

の全てに印をつけてください。 
 

           

ロングセラーブランドは通常品よりも高利益である      

ロングセラーブランドは安定した売上が見込める      

ロングセラーブランドはリニューアルすべきでない      

ロングセラーブランドであっても進化するためのリニューアルは必要だ      

 

【２－④】小売流通による、家庭用ドライ飲料商品のバイイングについてご意見ございましたらお聞かせください。当

てはまるものに印をつけていただき、その他のご意見がございましたら、ご自由にご記入ください。 
 
           

新商品やリニューアル品の提案が常に求められている      
新商品やリニューアル品の提案の質を上げるように求められる      
これまでにない特徴を持つ商品の開発を求められる      
価格の安い商品の開発を求められる      
店頭販促（ＰＯＰなど）の充実を求められる      
広告を投下することが商品の導入の条件になっている      
定番をカットされた商品は、同じブランド名のままでは導入されない      
小売流通のオリジナルブランドの開発を求められる      
ヒット商品の類似品を提案しても導入してもらえない      
定番をカットされた商品でも、中身をあまり変えずにブランド名を変えて導

入されることがある      
自社が売れ行きを判断する前に小売流通から取り扱いをカットされること

がある      
取り扱いをカットされた場合、自社の別の商品を導入してもらうよう要請

する 
     

既存品をもっと育成して欲しい      

 
 
 
 
 

（その他ご記入欄） 

当てはまる          当てはまらない

当てはまる          当てはまらない

当てはまる          当てはまらない
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